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要 旨

音声生成過程において，声道を形成する各調音器官の様々な位置や形状，すなわ

ち調音状態から同一の音素カテゴリーに含まれる音響特徴量を持つ音声信号を生

成することが可能である。この音声信号と調音状態の一対多の関係は，音声信号

から調音状態を逆推定する場合に不良設定問題，つまり入力音声に対して逆推定

の解となる調音状態が無数に存在する一対多の問題を生じさせる。従来の研究は，

形態学的制約条件，動的制約条件，生理学的制約条件を導入し解の多様性を減少

させることで一対多の問題の解決を試みているが，完全な解決には至っていない。

ここで，腹話術や調音の補償動作の観測実験から，音声信号と一対多の関係にあ

る調音状態には，自然な発話を行う際に観測され得る“自然調音状態”と，生理

学的に可能な状態であるが自然な発話を行う際に観測され得ない“不自然調音状

態”が含まれると考えられる。この不自然調音状態は，自然調音状態と同様の音

響特性を持つ音声信号の生成が可能であるが通常の発話の際には観測され得ない

ため，逆推定の解の調音状態に多様性をもたらす要因となる。しかしながら，多

くの不自然調音状態は従来の逆推定の制約条件を満たすため，逆推定の推定候補

に含まれる不自然調音状態を取り除くことが，一対多の問題を解決するために必

要と考えられる。

本研究では，音声信号から調音状態を逆推定する際に推定候補に含まれる不自

然調音状態を除去することを目的とする。そのために，発話の計算モデルを用い

て人間が発話可能な多数の多様な調音状態を生成し，生成した調音状態の分析に

基づく分布構造の可視化により，音声信号と一対多の関係にある人間が発話可能

な調音状態の分布の全体像を明らかにすることを試みた。さらに，調音状態の分

布構造に基づき自然調音状態と不自然調音状態を識別する手法を提案し，提案手

法を音声信号から調音状態を逆推定するシステムに適用することにより，逆推定

の推定候補に含まれる不自然調音状態の除去を試みた。

上記の結果から，本研究では以下の成果が得られた。



1.音声信号と一対多の関係にある人間が発話可能な調音状態の分布の全体像を，

自然調音状態と不自然調音状態を含む非線形空間上のクラスタ構造として示

した。

2.調音状態のクラスタ構造に基づき自然調音状態と不自然調音状態を識別する

手法を提案し，自然調音状態に対して 97%，不自然調音状態に対して 99%の

精度で識別可能なことを示した。

3.提案した識別手法を音声信号から調音状態の逆推定に適用した新たな逆推定

システムを構築した。

4.構築したシステムによる逆推定の結果，推定候補に含まれる不自然調音状態

を 9割除去可能なことを示した。

本研究で得られた上記の成果は，音声信号から調音状態の逆推定に大きく寄与

するだけでなく，聴覚障害者や語学の学習者のための理想的な発話訓練システム

の実現に貢献できると考えられる。また，本研究で得られた知見は，人間の音声

生成機構の解明や，音声合成の研究に大きく寄与できると考えられる。
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Abstract

In process of speech production, a speech sound within the same category can

be produced by various articulations with different positions or configurations of

speech organs. Such a relationship between speech sound and articulation brings

an ill-posed problem, namely the one-to-many problem, in inverse estimation of

articulation from speech sound. In other words, there may be countless solu-

tions from an inverse estimation for a given speech sound. In previous studies,

the one-to-many relationship has been reduced to some extent by employing mor-

phological, dynamic and physiological constraints. Nevertheless, the one-to-many

problem is far from being solved. Here, observations from ventriloquism or ar-

ticulatory compensation indicate that there exist two types of basic articulations

that can produce speech sounds with the same category. Both of them can be

physiologically realized by humans. But, one kind of articulation appears in nat-

ural speech, while the other does not appear in natural speech. The former is

referred to as“natural articulation”, and the latter is“unnatural articulation”.

The unnatural articulations cause the one-to-many problem in the inverse estima-

tion since some unnatural articulations satisfy the above constraints. Therefore,

it is necessary to exclude unnatural articulations from candidates of the inverse

estimation for solving the one-to-many problem.

The purpose of this study is to exclude unnatural articulations from candidates

of the inverse estimation of articulation. For this purpose, we generated a great

variety of possible articulations using a physiological articulatory model, and vi-

sualized the articulatory structure based on analyzing the articulations generated.

Moreover, we proposed a method for discriminating between natural and unnatu-

ral articulations, and excluded the unnatural ones from candidates in the inverse

estimation by applying the proposed method to the inverse estimation system.

The following outcomes are indicated from this study.



1. the structure of articulations in the one-to-many relationship was clarified by

clusters in non-linear space.

2. a method for discriminating between natural and unnatural articulations was

proposed, and natural articulations could be discriminated with accuracy

more than 97%, and unnatural articulations could be discriminated with ac-

curacy more than 99%.

3. the inverse estimation system for articulations was constructed with applying

the proposed method for the inverse estimation.

4. 90% of unnatural articulations from inverse estimation was excluded.

The above outcomes are not only benefit for the inverse estimation of articula-

tion from speech sound, but also help for people with hearing difficulties, or for

acquiring a second language.
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第 1章

序論

1



1.1 はじめに

人から人へ情報を伝達する際に，音声は広く用いられている手段である。その

音声による情報伝達の源である人間の音声生成過程は，大まかに次のとおりであ

る [1]。まず，脳において発話内容が想起され，その内容に対応した音声学的特徴

系列が生成される。その後，生成された音声学的特徴系列に応じた運動指令系列

が各音声器官を動かす筋に送られ，運動指令系列により各音声器官の運動が制御

された結果，音声が生成される。この音声生成過程において制御される音声器官

には，舌や下顎，口唇，軟口蓋，喉頭などの調音または発声器官が含まれ，音声

を生成するためにはこれらの複数の音声器官による協調運動の制御が必要となる。

ここで，上下肢や手指などの人間の随意運動制御において，制御対象を滑らかに

素早く運動させるためには，制御対象の運動目標（運動軌跡）からもとの運動指

令を求める逆ダイナミクスの計算が必要となることが，シミュレーションや観測

実験により示されている [2]。音声器官の運動も随意運動であり，音声生成におい

ても運動目標から運動指令を求める逆ダイナミクスの処理が行われていると考え

られるが，その具体的な機構はよく分かっていない。また，音声生成の場合は，音

声器官を制御するための運動目標もまだ明らかになっていない [3]。そのため，音

声信号から舌の位置や形状などの調音状態を逆推定するための研究は，音声生成

機構を解明する上で，また音声生成における運動目標を明らかにする意味でも重

要な研究である。さらに，調音状態の逆推定を実現することができれば，推定結

果を可視化することにより，聴覚障害者の発話訓練や外国語の学習のための理想

的なシステムの構築が可能となる [4]。

しかしながら，同一の音素カテゴリーに含まれる音響特性を持つ音声信号と，そ

の音声信号を生成可能な調音状態との間には一対多の関係 [5]があり，そのために

音声信号から調音状態の逆推定は不良設定問題となる。つまり，音声信号から調

音状態を逆推定する場合，一対多の関係から入力音声に対して理論的に無数の調

音状態が推定候補となり，単純に解を一意に定めることはできない。これまで多

くの研究者が逆推定における一対多の問題に取り組み，音声信号から調音状態を

逆推定するための努力が行われてきた [6 - 11]。その結果，空間的（形態学的）[6]，

動的 [7, 8]及び生理学的制約条件 [11]を導入し一対多の関係性を抑えることにより
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調音状態の推定候補の多様性を減らすこと成功しているが，問題の完全な解決に

は至っていない。

ここで，腹話術師を被験者とした観測実験の結果に基づき同じ音声信号を生成

可能な調音状態について考える。なお，ここでいう同じ音声信号とは，音声信号

から抽出された音響特徴量が同じ音素カテゴリーに含まれることを意味する。伊

福部は，腹話術により発話された音声と通常の音声の音響特徴量が一致すること

を確認している [12]。この観測結果は，同じ音声信号を生成できる人間が発話可能

な調音状態には，2種類の状態が含まれることを示している。一つは，自然な発話

を行う際に観測され得る調音状態であり，これを “自然調音状態”と呼ぶこととす

る。もう一つは，自然調音状態と同じ音声信号を生成可能であり，生理学的に発

話可能な状態であるが自然な発話を行う際に観測され得ない調音状態であり，こ

れを “不自然調音状態”と呼ぶこととする。観測実験における通常の発話は自然調

音状態に，腹話術は不自然調音状態に該当する。

この自然調音状態と不自然調音状態は音声信号に対して一対多の関係を持つが，

人間は日常において自然調音状態のみを用いる。これは，日常の発話において腹

話術の状態が現れないことから明白であり，人間が言語を獲得する際に調音状態

の取捨選択が行われた結果，自然調音状態が獲得されたと考えられる。つまり，音

声生成過程において，自然調音状態は “獲得された調音状態”，不自然調音状態は

“淘汰された調音状態”と捉えることができる。従って，調音状態の逆推定におけ

る一対多の問題を解決するためには，自然調音状態と不自然調音状態を識別し，推

定候補から不自然調音状態を除去する必要がある。

不自然調音状態の除去は，同じ音声信号を生成し人間が発話可能な調音状態の

分布の全体像に基づくことにより，適切に行うことができると考えられる。しか

しながら，従来の研究では，不自然調音状態に関する詳細な分析は行われておら

ず，自然調音状態と不自然調音状態の分布の関係も明らかにされていない。また，

調音状態の分布の全体像を把握するためには，人間が発話可能な多数の多様な調

音状態の分析が必要となるが，そのような調音状態を被験者を用いた観測から得

ることは困難である。よって，本研究では，まず音声信号と一対多の関係にあり

人間が発話可能な調音状態の分布を明らかにするために，人間の発話運動を精度

良く再現可能な計算モデルを用いて系統的に多様な調音状態を生成する。そして，
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その調音状態を被験者を用いて観測された発話器官の調音運動や音声信号に基づ

き分析することにより，調音状態の分布構造を明らかにする。さらに，得られた

調音状態の分布構造に基づき，音声信号から調音状態の逆推定の推定候補に含ま

れる不自然調音状態を取り除く。

次節では本研究の背景として，従来の音声信号と調音状態との一対多の関係に

関する研究及び，音声信号から調音状態の逆推定に関する研究について述べる。

1.2 本研究の背景

1.2.1 音声信号と調音状態の一対多の関係に関する研究

音声生成において，声道を形作る各調音器官の位置や形状，すなわち調音状態

が決まれば，同一の音源に基づく音声信号は一意に決まる。しかしながら，逆に

同一の音声信号を生成可能な調音状態は無数に存在する。このような音声信号と

調音状態との一対多の関係は古くから知られている。Schroederは声道を理想的な

音響管と仮定し，ホルマント周波数のみから声道の断面積関数を一意に決められ

ないことを明らかにした [5]。またAtalらは，異なる声道形状から生成された音響

信号がほぼ等しいホルマント周波数と振幅を持つことを計算シミュレーションに

より示した [6]。しかしながら，これらの計算シミュレーションで扱われている調

音状態は，人間が発話可能な状態であることが保証されていない。

音声信号と調音状態の一対多の関係は，計算シミュレーションだけでなく，実

際に被験者を用いた観測によっても示されている。伊福部は，腹話術師が普通に

発話した音声のホルマント周波数と，腹話術を用いて発話した音声のホルマント

周波数がほぼ等しいことを確認した [12]。またLindblomらは，バイトブロックに

より下顎を固定した状態で発話されたスウェーデン語母音のホルマント周波数が，

自然なホルマント周波数の範囲内に含まれることを示している [13]。しかしなが

ら，これらの研究では，被験者の許可がないため詳細な分析が行えない場合があ

り，また調音状態を観測するための大規模な測定機器の必要性や被験者への負担

などの制限からデータ数はわずかである。さらに，それぞれの研究は個別の事象

に対する分析で終わっており，音声生成過程における音声信号と一対多の関係に
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ある調音状態という大局的な視点での分析は行われていない。なお，前述の通り

腹話術による発話は不自然調音状態に該当し，バイトブロックを伴う発話も不自

然調音状態に該当する。

1.2.2 音声信号から調音状態の逆推定に関する研究

音声信号から調音状態の逆推定に関する研究は，古くから行われている。Atalら

は，声道断面積関数のパラメータとその声道断面積関数から求めた音響パラメータ

セットに基づき一対多の問題に対する空間的制約を示した [6]。SchroeterとSondhi

は，調音運動の逆推定に幾何学的調音モデルに基づき構築した調音音響対コード

ブックを用いた [7]。このコードブックを用いることにより形態学的制約が導入さ

れ，さらに調音運動の軌跡を最適化することにより動的制約も取り入れられてい

る。鈴木らは，調音音響対コードブックを調音音響同時観測データに基づき構築

し，調音運動の逆推定を行った [8]。また，HiroyaとHondaは，観測データに基づ

きパラメータ学習した確率モデルを用いて，調音運動の逆推定を行っている [9]。

一方，白井と誉田は，幾何学的調音モデルのパラメータを音声から直接推定する

ことにより，調音運動の逆推定を行っている [10]。実測値の分析結果に基づき調音

モデルの定数及びパラメータの変動範囲を定めることにより，形態学的制約が考

慮されている。さらに，調音パラメータを逆推定する際の評価関数にパラメータの

連続性に関する項を含めることにより，動的制約が加えられている。また，Dang

とHondaは部分 3次元生理学的発話機構モデル [14]を構築し，モデルのパラメー

タの逆推定を行った [11]。この発話機構モデルは，成人男性 1名のMRI画像に基

づき構築され，発話機構の形状学的及び生理学的側面を忠実に再現している。従っ

て，発話機構モデルに空間的，動的及び生理学的制約が内包されているため，モデ

ルのパラメータを推定することにより制約条件が推定結果に効率的に反映される。

上記の研究では一対多の問題に対して推定結果の正誤にしか着目されておらず，

音声信号に対して一対多の関係にある調音状態の分布に関する詳細な分析は行わ

れていない。これは，同一の音素カテゴリーに含まれる音声信号を生成しうる人

間が発話可能なすべての状態を観測することは困難なためと考えられる。

ここで，音声信号と一対多の関係にある調音状態空間において上記の制約条件
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図 1.1: 音声信号と一対多の関係にある調音状態空間における逆推定の制約条件を

満たす範囲

を満たす範囲を図 1.1 に示す。図 1.1 において，実線の四角形は音声信号と一対

多の関係にある調音状態空間を，点線の四角形はその一部である人間が生理学的

に発話可能な調音状態の範囲を表し，点線内の色の付いた部分は不自然調音状態

の範囲を，色の付いていない部分は自然調音状態の範囲を表している。また，一

点鎖線の四角形は各制約条件を満たす範囲を表している。図 1.1 に示されている

通り，従来の制約条件をすべて満たす調音状態には，自然調音状態だけでなく不

自然調音状態も含まれる。これは，不自然調音状態は人間が発話可能であり，連

続音素の発話も可能なためである。しかしながら，不自然調音状態は，自然調音

状態と同じ音素カテゴリーに含まれる音響特性を持つ音声信号を生成可能である

にもかかわらず，通常の発話では観測されない。よって，調音状態の逆推定の候

補に含まれる不自然調音状態を取り除くことは，逆推定における一対多の問題を

解決するための新たな制約条件となり得る。

なお，音声信号から調音状態を逆推定する場合，音声認識の技術を用いて音素
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を認識し，その音素に対応する調音状態を提示する方法も考えられる [15]。この方

法は前述の方法に比べ簡易であり，システムの規模や計算量を小さく抑えること

が可能である。しかしながら，この方法で提示可能な調音状態は発話者自身の実

際の状態を正しく反映していないため，音声生成機構の解明という観点で適切な

方法ではない。また，調音状態の逆推定の技術を発話訓練システムなどに応用す

るためには，推定結果が実際に音声を発話した際の状態を正しく反映しているこ

とが重要と考えられる。

1.3 本研究の目的

本研究の目的は，音声信号から調音状態を逆推定する際の一対多の問題を解決

するために，推定候補に含まれる不自然調音状態を取り除くことである。そのた

めに，まず人間が発話可能な多数の多様な調音状態を計算機モデルを用いて生成

し，生成した調音状態を分析することにより，人間が発話可能な調音状態の分布

構造を明らかにすることを試みる。さらに，調音状態の分布構造に基づき，自然

調音状態と不自然調音状態を識別する手法を提案し，提案手法を音声信号から調

音状態の逆推定システムに適用することにより逆推定の推定候補から不自然調音

状態を取り除くことを試みる。なお，本研究では母音を逆推定の対象とする。ま

た，本研究で扱う自然調音状態及び不自然調音状態は，観測された音声信号と発

話器官の調音運動に基づき定めた定常部において同一の音素カテゴリーに含まれ

る音響特性を持つ音声信号を生成可能とする。

1.4 本論文の構成

2章以降は次のように構成される。まず，2章では生理学的発話機構モデルを用

いた人間が生理学的に発話可能な調音状態の生成及び，観測された音声信号の音

響特性に基づく日本語 5母音の調音状態の選定方法について述べ，その結果を示

す。また，2章以降で生成された調音状態の分析に用いられる，X-ray microbeam

systemにより同時観測された発話器官の調音運動と音声信号についても述べる。3

章では，生成された調音状態の中から選定された 5母音の調音状態を，観測され
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た発話器官の調音運動に基づき自然調音状態と不自然調音状態に分類する方法に

ついて述べ，その結果を示す。さらに，自然調音状態と不自然調音状態の分布間

の重複度について検討し，重複度を減少させる非線形空間上で特徴量間の類似性

を考慮した次元圧縮を行うことにより，調音状態の分布構造を明らかにする。ま

た，日本語 5母音の取り得る不自然調音状態の形状とその傾向についても示す。4

章では，調音状態の分布構造に基づき自然調音状態と不自然調音状態を識別する

手法を提案し，識別精度について検討する。5章では，逆推定の推定候補から不自

然調音状態を除去するため，提案した調音状態の識別手法を逆推定に適用した新

たな調音状態の逆推定システムを構築する。さらに，構築したシステムを用いて

音声信号から調音状態の逆推定実験を行い，逆推定の結果の調音状態に対する不

自然調音状態の除去の精度を検証する。6章では，本研究を通して得た成果につい

て考察し，最後に 7章で，本研究の成果についてまとめ，今後の課題に対する対

応方針を述べる。
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第 2章

日本語5母音を生成可能な調音状態の

作成
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2.1 はじめに

従来の研究では，不自然調音状態の詳細な分析がされておらず，また自然調音状

態と不自然調音状態を含む調音状態の分布も明らかにされていない。従って，調

音状態の逆推定において推定候補に含まれる不自然調音状態を取り除くためには，

まず音声信号と一対多の関係にある調音状態の分布を分析し，不自然調音状態を

含む調音状態の分布の全体像を把握する必要がある。また，音声信号と一対多の

関係にある調音状態の分布の分析には，同一の音素カテゴリーに含まれる音声信

号に対する人間が調音可能な多数の多様な状態を必要とするが，実際に被験者の

観測によりそのような調音状態を得ることは困難である。よって，本章では人間

の発話運動を精度良く再現可能な部分 3次元生理学的発話機構モデル [16]を用い

て，日本語 5母音の音声信号を生成可能な多数の多様な調音状態の作成を目指す。

その手順として，まず発話機構モデルを用いて系統的に調音状態を生成し，各状

態に基づき音声を合成する。さらに，観測された音声信号に基づき日本語 5母音

のカテゴリーに含まれる合成音声を抽出することにより，抽出された合成音声に

対応する調音状態を選定する。選定された調音状態は，人間が日本語 5母音の音

声を生成可能な調音状態といえる。なお，合成した音声と収録音声を比較するこ

とにより，実際の状況を反映した 5母音の調音状態の選定が可能となる。

2.2 日本語5母音の調音運動と音声信号の観測

2 章で行なう日本語 5母音の調音状態の選定や， 3 章で行なう自然調音状態と

不自然調音状態の分類は，母音区間に含まれる発話器官の調音運動と音声信号に

基づいて行う。よって，本研究で用いる発話器官の調音運動と音声信号について

述べる。さらに，それぞれの信号に対する母音発話中の定常部を表す母音区間を

定める。なお，母音区間の発話器官の調音運動と音声信号は 5 章で行う調音状態

の逆推定実験の実験データにも用いられる。

発話器官の調音運動は，発話機構モデルの目標話者を被験者とする X-ray mi-

crobeam systemによるペレット位置の観測信号 [17]とし，本研究では，正中矢状

断面の下顎のペレット位置（LJ）及び舌上 4点のペレット位置（T1～ T4）の計 5
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図 2.1: X-ray microbeam systemにおけるペレット位置

箇所の観測信号を用いる。具体的な各ペレット位置を図 2.1 に示す。LJは下側歯

列の歯と歯茎の境に位置する。また，T1～ T4に関しては，舌の先端から 1cm程

度後方にT1，装着可能な最後方にT4が位置し，T1とT4の間を等間隔に分ける

2箇所に T2及び T3が位置する。なお，観測信号のサンプリング周波数は 146Hz

とする。

収録された音声信号は，EMU-4545マイクロホンを用いて，X-ray microbeam

systemによるペレット位置の観測と同期して収録された音声信号 [17]とし，サン

プリング周波数は 16kHzとする。

観測における音声資料は，日本語の複数の単母音，VV音節，CVC音節，単語，

文章であり，単独発話及び連続音声中の発話が含まれている。また，音声資料は 1

秒間のモーラ数の平均が 5.88，標準偏差が 1.34の話速で発話された。

発話器官の調音運動に対する母音区間は，信号中の母音の中心位置の前後合わ

せて 12個のサンプリングデータを含む範囲（75.3ms）とする。母音の中心位置は，

OkadomeとHondaの基準 [18]に基づき，母音ごとに特定のペレット位置の速度が

0となる箇所とする。ただし，そのような箇所が見当たらない場合は，音声信号

のスペクトログラムの目視により中心位置を定める。また，音声信号に対する母
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音区間は，観測信号に対する母音区間に含まれるサンプリングデータの中心 6個

それぞれに対して，音声信号を 1フレーム（34ms）ずつ切り出した計 6フレーム

とする。なお，母音区間のすべてのフレームから求めたMel frequency Cepstrum

Coefficients（MFCC）[19]の平均から標準偏差の 2倍の範囲を超えるフレームに

対応するサンプリングデータは，母音区間から取り除く。

観測された発話器官の調音運動と音声信号に対して母音区間を定めた結果，5母

音合わせて 5892個の母音区間に含まれる発話器官の調音運動のサンプリングデー

タと，2946フレームの母音区間に含まれる音声信号のフレームデータを得た。次

節以降，これらの母音区間に含まれる発話器官の調音運動と音声信号を観測デー

タとして用いる。

2.3 部分3次元生理学的発話機構モデル

人間が発話可能な多数の多様な調音状態を生成するためには，人間の発話を精

度良く再現可能なモデルを用いる必要がある。Dangと Hondaにより提案されて

いる部分 3次元生理学的発話機構モデル [16]は，日本人成人男性 1名を被験者と

してMRIシステムにより観測された画像に基づき，舌，下顎，舌骨及び声道壁に

より構成されており（図 2.2 ），舌と下顎の筋構造はMRI画像及び解剖学的知見

に基づき構築されている（図 2.3 ）。ただし，水平断面上の左右方向の構造は，正

中矢状断面を中心に左右 2cm幅のみとなっている。また，磁気センサシステムに

より観測された発話における舌尖，舌背，下顎の最大速度と，モデルを用いたシ

ミュレーションにおける同観測点の最大速度との比較により，下顎に関してわずか

な誤差を含むが，舌尖と舌背の最大速度はほぼ一致することが示されている [16]。

従って，このモデルは人間の生理学的構造が反映されており，また人間の発話動

作を精度良く再現可能なことから，本研究ではこの部分 3次元生理学的発話機構

モデルを用いて調音状態の生成を行なう。

なお，舌の筋構造には，3種類の外舌筋（オトガイ舌筋（Genioglossus: GG），舌

骨舌筋（Hyoglossus: HG），茎突舌筋（Styloglossus:SG））と 4種類の内舌筋（上

縦舌筋（Superior Longitudinalis: SL），下縦舌筋（Inferior Longitudinalis: IL），

横舌筋（Transversus: T），垂直舌筋（Verticalis: V））及び，2種類の口腔底筋
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図 2.2: 部分 3次元生理学的発話機構モデル
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（顎舌骨筋（Mylohyoid: MH），オトガイ舌骨筋（Geniohyoid: GH））が含まれて

いる。GGは部位によって異なる働きを行うことから，前部，中部，後部それぞれ

をGG anterior（GGa），GG middle（GGm），GG posterior（GGp）とする三つ

の部位に分けられている。また，下顎に関しては大まかに 2種類の筋群，下顎を

下げるための筋群（JwOp）及び上げるための筋群（JwCl）が含まれる。

2.4 調音状態の系統的生成及び音声合成

調音状態は，舌と下顎に関する筋に収縮力を 400ms間加え発話機構モデルを駆

動することにより生成する。また，生成した各調音状態に基づき音声合成を行う。

なお，人間が生成可能な多様な調音状態を生成するために，各調音状態に基づく

合成音声の音韻性を考慮せず，舌と下顎の筋収縮の組み合わせのみを考慮して調

音状態を生成する。また， 2.2 節で述べた正中矢状断面上の発話器官の調音運動

と比較するために，生成された声道形状も正中矢状断面の舌表面上の点と下顎の

点のみを調音状態として扱う。ただし，舌の詳細な形状を表すために舌表面上の

ノード 17点を調音状態のパラメータに含める。よって，調音状態は正中矢状断面

の舌上 17点と下顎 1点を合わせた計 36次元のベクトルとし，観測データとの比

較には 18点中の LJ及びT1～ T4に相当する定点を用いる。

2.4.1 調音状態の生成

調音状態を生成する際に，舌に対して，2または 3個の筋を 1組とする 28種類

の筋の組み合わせを用いる。筋を組み合わせる際に，GGa及びGGm，GGpはそ

れぞれ一つの筋として制御する。また，全方位への移動を可能にするためSLとT

を一つの筋として制御する。組み合わせの基準はDangとHondaの検討 [16]に基

づき，次のとおりとする。まず，舌尖または舌背の全方向への移動に大きく寄与

する筋をそれぞれに対して選択し，選択した筋の中から外舌筋または SL&Tを主

動筋として，主動筋とその協同筋，または主動筋とその拮抗筋及び協同筋を組み

合わせる。具体的な 28種類の組み合わせを表 2.1 に示す。

モデルの舌の各筋に収縮力を与える際に，収縮力が 6Nより大きい場合，舌の変
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表 2.1: 舌筋の組み合わせ

Agonists and GGa - IL, GGa -V, GGm-V,

synergists GGm-SL&T, GGp - SL, GGp -V,

GGp - SL&T, HG -SL, HG - IL,

HG -SL&T, SG - SL, SG - IL,

SL&T -SL, GGm-GGp, GGm-HG,

GGp - SG, GGp -MH, HG -SG,

SG -MH

Agonists, GGm-GGp - SL, GGm-SL&T -SL, GGp -GGa - IL,

antagonists GGp - SL -HG, GGp - SL - SG, GGp -GGm-SL,

and synergists HG -GGm-SL&T, SG -HG -SL&T, SG -MH -SL&T

形がほとんど見られなくなる。従って，舌に関する筋に与える収縮力は 6Nを最大

値として，筋ごとに 0N～ 6Nの間を 7段階に分け，舌の変位の間隔がほぼ均等にな

るように各段階の値を設定する。ただし，GGm，GGp，Vに関しては，舌が口蓋

壁と接触する際に計算が不安定になることを避けるため，それぞれ 1N，2N，2N

を最大値とする。

また，下顎に対しては JwOpと JwClの 2種類の筋群を用いる。筋群への収縮力

は，JwOpに対しては 0N～ 6Nの間を 6段階に，JwClに対しては最大値を 3Nと

して 0N～ 3Nの間を 3段階に分け，舌の場合と同様に下顎の変位の間隔がほぼ均

等になるように各段階の値を設定する。

上記の舌筋の 28組及び下顎の 2種類の筋群から選択可能なすべての組み合わせ

に対して，次の手順で調音状態を計算する。表 2.1 の 28組の中から一つの舌筋の

組み合わせを選択し，同時に下顎の 2種類の筋群から一つの筋群も選択する。こ

れらの選択した舌筋の組み合わせに含まれる 2または 3個の筋と下顎の筋群に対

してのみ，各段階に収縮力を変化させることで調音状態を計算する。この時，他

の筋及び筋群に収縮力は与えない。

本研究で用いる生理学的発話機構モデルは，人間が発話する際の発話器官の形

状や生理学的運動が考慮されている。また，Sanguinetiらは舌や下顎に関連する

16



各筋が発揮可能な最大収縮力を検討しており，SLに対する 14.3Nが筋が発揮可能

な最大収縮力の中で最も小さな値となっている [20]。この値は，調音状態を生成す

る際に用いた収縮力の最大値 6Nの 2倍を超える。従って，収縮力が 6N以下の範

囲で生成される調音状態は，生理学的に可能な状態と考えられる。

2.4.2 調音状態に基づく音声合成

音声合成は，表 2.1 に示した舌筋 28組と下顎の 2種類の筋群をすべて組合せた

結果得られる舌と下顎の調音運動に基づき行う。音声合成を行う際には，調音状

態に含まれていない口唇と喉頭も考慮する。口唇は，長さと直径をパラメータと

する音響管として近似し，声道断面積関数の出力端として扱う。なお，口唇の変

形の影響は，変動範囲の異なる 2種類（通常状態と円唇化状態）のパラメータセッ

トを用いることにより取り入れられる。各セットの変動範囲は，観測データの口

唇の調音運動に基づき定められ，通常状態の場合，長さは 0.02cm間隔で 0.81cm

～ 1.09cm，直径は 0.04cm間隔で 1.05cm～ 1.69cmとする。これに対し，円唇化状

態の場合，間隔は通常状態と同様とし，長さは 1.10cm～ 1.38cm，直径は 0.45cm～

1.09cmとする。また，喉頭は声道断面積関数の入力端からの 3区間として扱う。た

だし，発話機構モデルの目標話者が 5母音を発話した際のMRI画像から求めた声

道断面積関数において，喉頭部分は母音間で違いがほとんど見られなかった。従っ

て，音声合成の際に喉頭部分の 3区間には，母音/e/のMRI画像に基づき求めら

れた声道断面積関数の値を固定値として用いる。

具体的な合成手順は次のとおりとする。まず，400ms間中の安定した 100ms間

の調音運動に基づき求めた正中矢状断面の声道の幅に 2種類の口唇パラメータを

加え，それらに改良α-βモデル [11]を適用することにより 2種類の声道断面積関

数を得る。さらに，それぞれの声道断面積関数に基づき音響等価回路モデルを求

め，音源信号を入力した結果の出力として合成音声を得る。音源信号は，Fantが

提案した声門体積流モデルを声門開口面積に適用し求めた声門開口面積波形 [11]

を用いる。声門開口面積波形を用いる際に，最大開口面積は 0.3cm2とする。また，

基本周波数は観測データの収録音声に基づき 120Hzとし，音質が収録音声と等し

くなるように，音源信号のOpening quotientとClosing quotientを調整する。
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図 2.4: 生成された調音状態の形状

2.4.3 結果と考察

2.4.1 項の調音状態の生成及び， 2.4.2 項の音声合成の結果，64587組の調音状

態と合成音声の対を得た。発話機構モデルを用いて生成した調音状態を図 2.4 に

示す。図中の細い線は，調音状態に含まれる舌表面上の 17点を線形補間した舌の

形状を表し，菱形の記号は，調音状態に含まれる下顎の位置を表す。また，太い

線は正中矢状断面上の下顎の形状及び声道形状を表す。図 2.4 は，生成された舌

の形状が発話機構モデルの口腔内をほぼ網羅していることを示している。

なお，発話機構モデルは舌と口蓋との接触が考慮されているため，舌の両側が

硬口蓋と接触することにより舌の前部にくぼみが自然に生じる。従って，正中矢状

断面の舌の状態には舌前部のくぼみの影響が含まれている。さらに，音声を合成

する際に喉頭部分は固定値を用いているが，声道長は口唇パラメータの変化及び

舌の形状の変形により 14.4cm～ 18.4cmの範囲で変化することが確認できている。
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2.5 音響分析に基づく日本語5母音の調音状態の選定

2.4 節で生成された調音状態に基づき合成された音声は音韻性が考慮されてい

ないため，日本語 5母音に聞こえない音声も多数含まれている。つまり，生成さ

れた調音状態には日本語 5母音のカテゴリーに含まれない音声を生成する状態も

多数含まれているため，日本語 5母音のカテゴリーに含まれる音声を生成可能な

調音状態を選定する必要がある。従って， 2.2 節で述べた観測データの音声信号

の音響特徴量から求めた規準範囲に基づき日本語 5母音のカテゴリーに含まれる

合成音声を抽出し，抽出された合成音声に対応する調音状態を得る。

2.5.1 音響分析

音響特徴量は，前処理として高域強調された音声信号から求めた12次元のMFCC

と第 1及び第 2ホルマント周波数とする。各特徴量を求める条件は，サンプリン

グ周波数 16kHz，窓関数はハミング窓を用い，時間長は 30ms，シフト長は 10ms

とする。ホルマント周波数は，分析次数を 18次とする線形予測分析により得られ

る全極型フィルタの分母多項式の根から求める。また，MFCCは 4kHzのローパ

スフィルタを通した後，24個のフィルタバンク出力の離散コサイン変換から求め

る。なお，音源特性のパワー成分の影響を低減させるため，MFCCの最初の係数

C0を除き，低次の係数C1～ C12のみを用いる。

2.5.2 合成音声の抽出

合成音声のデータ数が約 65000と多いため， 2.2 節で述べた観測データの音声

信号からMFCCとホルマント周波数を抽出し，それぞれの特徴量に対して母音ご

とに求めた規準範囲を合成音声に適用することにより，日本語 5母音のカテゴリー

に含まれる合成音声を自動的に抽出する。

MFCCに対する規準範囲は，母音ごとのMFCCから求めた信頼度 68%の信頼楕

円体 [21]とする。この信頼楕円体は分布の標準偏差の範囲に相当する。また，ホ

ルマント周波数に対する規準範囲は，各母音の第 1及び第 2ホルマント周波数そ

れぞれの平均± 10%（ホルマント周波数の弁別閾値に相当 [22]）を軸とする楕円
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とする。ただし，ホルマント周波数は音韻性と密接に関連する特徴量 [23]である

が，周波数の一部のみしか考慮されず，また精度良く推定することは難しい。一

方，MFCCはスペクトルの形状全体が考慮され，求められる特徴量の精度は高い

が，音韻性との直接の関連性は明確ではない。よって，MFCCに対する規準範囲に

含まれる合成音声に対して，さらにホルマント周波数に対する規準範囲を適用し，

両方の特徴量の規準範囲に含まれる合成音声を抽出する。この手順により，2種類

の特徴量それぞれの短所を補い合成音声を抽出することができると考えられる。

2.5.3 結果と考察

2種類の特徴量両方の規準範囲に含まれる特徴量を持つ合成音声を抽出した。そ

の結果，5母音合わせて 8229個の合成音声が抽出された。抽出された合成音声と

すべての合成音声のホルマント周波数を図 2.5 に示す。図 2.5 より，抽出された

合成音声の分布は母音ごとに密集し，母音間では分離していることが示されてい

る。ホルマント周波数の規準範囲と弁別閾値が等しいことを考慮すると，抽出さ

れた合成音声は各母音のカテゴリーに含まれる音声と考えられる。従って，抽出

された合成音声に対応する調音状態は，日本語 5母音の音声を生成可能な調音状

態と考えられる。なお，5母音に含まれないデータの中に，第 1及び第 2ホルマン

ト周波数が共に高い領域に分布しているデータが見られる。一般的な音声のホル

マント周波数はこのような領域には分布しない。これは，調音状態を生成する際

に舌と下顎の筋収縮の組み合わせのみを考慮し音韻性が考慮されていないためと

考えられる。

さらに，抽出された合成音声に対応する調音状態の分布を示す。調音状態は 36

次元であり，分布を直接示すことは難しいため，調音状態の主成分分析（Principal

component analysis: PCA）[24]を行った。36次元の要素を持つ調音状態 xi =

(xi1, . . . , xi36)
T，i= 1, . . . , N(= 8229)の共分散行列をΣとすると，式 2.1 に示さ

れる共分散行列に対する固有値問題を解くことにより，調音状態xiの主成分 x́i =

(x́i1, . . . , x́i36)
T を得ることができる。ただし，主成分を求める際には 1

N

∑N
i=1 xi =0

となるように各調音状態から平均を引いておく。

ΣU = ΛU (2.1)
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図 2.5: 抽出されれた 5母音の合成音声とすべての合成音声の第 1及び第 2ホルマ

ント周波数

なお，Λは式 2.1 の固有値問題を解いた結果得られる固有値 λ1, . . . , λ36を対角要

素とする対角行列，U は固有値ベクトルαl =(αl1, . . . , αl36)
T，l=1, . . . , 36を列と

する行列を表す。得られた固有値を降順に並べ替えた際の最大固有値 λ1に対応す

る固有ベクトルα1を第 1主成分ベクトルとし，それ以降降順の i番目の固有値に

対する固有ベクトルを第 i主成分ベクトルαiとすることにより，調音状態xiの主

成分 x́iは下記の式から求められる。

x́i = UT xi (2.2)

第 1主成分ベクトル α1及び第 2主成分ベクトル α2の要素の分析により，第 1

主成分は主に舌全体の水平方向の変位を，第 2主成分は主に舌尖の垂直方向の変

位を表すことが示された。また，第 2主成分までに対応する固有値の和をすべて

の固有値の和で割った累積寄与率は 77%となった。PCAにより得られた 5母音の

調音状態の第 1及び第 2主成分を図 2.6 に示す。図 2.6 から 5母音の相対的な位

置関係はホルマント周波数空間と一致しているが，分布の重なりが大きいことが

分かる。なお，通常 5母音の調音状態のPCAにおいて，舌全体または舌背の変位

や口唇を伴う下顎の変位が主要な主成分となる [25]。しかしながら，本実験で得ら
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図 2.6: 抽出されれた 5母音の合成音声に対応する調音状態の第 1及び第 2主成分

れた結果は舌尖の垂直方向の変位が第 2主成分となっており，通常の結果と異な

る。この原因として，不自然調音状態が含まれる影響で舌尖の分布の分散が大き

くなっていることが考えられる。

2.6 まとめ

本章では，X-ray microbeam systemにより観測された発話器官の調音運動と音

声信号に対して母音発話中の定常部を表す母音区間を定め，母音区間に含まれる

調音運動のサンプリングデータと音声信号のフレームデータを得た。また，発話

機構モデルを用いて系統的に調音状態を生成し，生成した調音状態に基づき音声

を合成することで，65487組の調音状態と合成音声の対を得て，生成された調音状

態が発話機構モデルの口腔内をほぼ網羅することを示した。さらに，母音区間に

含まれる観測データの音声信号の音響特徴量に基づく規準を用いて，日本語 5母

音の音響特徴量を持つ合成音声を抽出することにより，生成されたすべての調音

状態の中から日本語 5母音合わせて 8229個の調音状態を選定した。
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第 3章

音声信号と一対多の関係にある調音状

態の分析
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3.1 はじめに

不自然調音状態を含む音声信号と一対多の関係にある調音状態の分布の全体像

を把握することにより，音声信号から調音状態の逆推定の推定候補に含まれる不

自然調音状態の適切な除去が可能になると考えられる。しかしながら，自然調音

状態と不自然調音状態の分布の関係や不自然調音状態の性質は明らかではないた

め，音声信号と一対多の関係にある調音状態の分布構造を明らかにし，自然調音

状態と不自然調音状態との分布間の重なり度合い（以降，重複度とする）や，不

自然調音状態の傾向を把握する必要がある。そのために，まず 2.5 節で選定され

た日本語 5母音の調音状態を，自然調音状態と不自然調音状態に分類する。さら

に，異なる調音状態の分布間の重複度を減少させる非線形空間に調音状態を射影

し，非線形特徴量のクラスタ構造を保ったまま次元圧縮する。この分析により音

声信号と一対多の関係にある調音状態の分布構造を可視化することで，不自然調

音状態を含む分布構造を明らかにする。また分布構造を分析することにより，自

然調音状態と不自然調音状態の位置関係を定量化し，さらに日本語 5母音として

取り得る不自然調音状態の形状の傾向を明らかにする。

3.2 自然調音状態と不自然調音状態の分類

2.5節で選定された 5母音の調音状態は，音声信号と一対多の関係にある調音状

態を表しているため，自然調音状態と不自然調音状態が含まれていると考えられ

る。よって，調音状態の分布構造を明らかにするためには，まず選定された調音状

態を自然調音状態と不自然調音状態に分類する必要がある。そのために， 2.2 節

で述べた観測データの発話器官の調音運動に基づき分類規準を定め，選定された

5母音の調音状態を自然調音状態と不自然調音状態に分類する。

3.2.1 分類基準

分類規準を 2.2 節で述べた下顎及び舌上 4点のペレット位置（LJ及びT1～ T4）

の調音運動に基づき定める。LJ及びT1～ T4と実際に分類に用いる調音状態の定

点との対応関係は次のとおりとする。LJに対応する定点は，発話機構モデルのLJ
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図 3.1: 各ペレットの信頼楕円（母音/a/）

と同じ箇所とする。T1～ T4に対応する定点は，モデルの初期状態における調音状

態の舌のパラメータ（舌上 17点）を線形補間した形状と，母音/e/の平均のT1～

T4を比較し，平均との誤差が最小となる位置とする。なお，モデルの目標話者が

母音/e/を発話した際の調音状態がモデルの初期状態となっているため，初期状態

の形状と母音/e/の平均のT1～ T4を比較することにより，観測された発話器官の

ペレット位置に対応する調音状態の定点を求めている。

具体的な分類規準は，観測データの各発話器官に関する調音運動に含まれるサ

ンプリングデータから求めた信頼度 99%の信頼楕円（標準偏差の 3倍の範囲に相

当）とする。母音/a/の場合の各ペレットの信頼楕円を図 3.1 に示す。5箇所のペ

レット位置がすべて信頼楕円に含まれる調音運動のサンプリングデータは 96%と

なる。この規準を用いて，5箇所の定点がすべて規準範囲に含まれる調音状態を自

然調音状態，1箇所でも含まれない場合は不自然調音状態として分類する。
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3.2.2 結果と考察

規準に基づき自然調音状態と不自然調音状態に分類した結果を表 3.1に示す。表

3.1よりすべての母音で不自然調音状態のデータ数のほうが多く，自然調音状態は

5母音合わせて 1580（全体の約 20%）となった。この結果は，調音モデルを用い

る場合，不自然調音状態に基づき自然な範囲に含まれる音響特徴量を持つ合成音

声が多数生じる可能性を示唆する。

表 3.1: 自然調音状態と不自然調音状態の数

Vowel /a/ /i/ /u/ /e/ /o/

Number of natural articulations 160 94 64 1188 74

Number of unnatural articulations 2447 1235 888 1461 618

また，分類された日本語 5母音の自然調音状態の形状を図 3.2に，不自然調音状

態の形状を図 3.3に示す。図中の細い実線は舌上 17点の舌のパラメータを線形補

間した舌の形状を，太い実線は声道形状と下顎の形状を示す。図 3.2と図 3.3を比

較すると，母音の発話に重要な舌背の位置だけでなく，下顎や舌尖の位置も，自

然調音状態と不自然調音状態では大きく異なることが示されている。この結果は，

自然調音状態と不自然調音状態を識別する際に，特定の発話部位に着目すること

が有用であることを示唆している。
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図 3.2: 自然調音状態の調音形状
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図 3.3: 不自然調音状態の調音形状
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3.3 異なる調音状態間の重複度の検討

調音状態の分布の可視化によりその構造を把握するためには，自然調音状態と

不自然調音状態の分布間の重複度を小さくする必要がある。3.2節の結果から，調

音状態のパラメータ空間よりも，下顎や舌尖，舌背の差異を強調した空間の方が，

自然調音状態と不自然調音状態の分布間の重複度が減少する可能性が考えられる。

そこで，カーネル関数を用いることにより特徴量の特性を反映させた非線形空間へ

の射影を可能とするカーネル主成分分析（Kernel Principal Component Analysis:

KPCA）[26]を用いて，自然調音状態と不自然調音状態の分布間の重複度について

検討する。

3.3.1 カーネル主成分分析による調音状態の非線形射影

KPCAは，非線形空間上に射影された特徴量間の内積を表すカーネル関数を用

いることにより，元の特徴量よりはるかに高次元の空間へ特徴量を非線形射影し，

その高次元空間でPCAを行う非線形多変量解析の一手法である。具体的には，調

音状態 xi = (xi1, . . . , xi36)
T，i = 1, . . . , N の非線形空間への射影をX i とすると，

カーネル関数は調音状態xiとxjそれぞれの非線形射影X iとXjの内積として下

記の式により定義される。

K(xi, xj) = (X i ·Xj) (3.1)

可能なすべての調音状態の組み合わせに対して式 3.1 を計算し，その結果の値

を要素とするグラム行列K (Kij = K(xi, xj))，i, j = 1, . . . , N に対する固有値

問題（式 3.2 ）を解くことにより，調音状態 xl，l = 1, . . . , N の非線形主成分

X́ l = (X́l1, . . . , X́lN)T が得られる。

HKU K = ΛKUK , H =I −
1

N
11

T (3.2)

ここで，ΛKは式 3.2 を解いた結果の固有値 λK1, . . . , λKNを対角要素とする対角行

列，UK は固有値ベクトルαKi =(αKi1, . . . , αKiN)T，i = 1, . . . , N を列とする行列

を表し，IはN ×N の単位行列，1は要素がすべて 1の列ベクトルを表す。なお，

KPCAの場合，PCAと異なり非線形主成分ベクトルを求めることはできないが，
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式 3.2 を解いた結果の固有値を降順に並べ替えた際の各固有値 λKiに対応する固

有ベクトルαKiを用いることにより，調音状態 xlの非線形主成分 X́ lを下記の式

から求めることができる。

X́lj =
N
∑

i=1

αKjiK(xi, xl), j = 1, . . . , N (3.3)

式 3.3 から，射影前の調音状態の次元数を超える，最大N 次元の非線形主成分を

得ることが可能となる。

なお，KPCAは高次元空間でPCAを行うことから，主な用途として特徴量の次

元圧縮による低次元特徴量の抽出に用いられている [27]。しかしながら，本研究で

は，KPCAの利点の一つである特徴量の特性をカーネル関数に反映可能な点に着

目し，発話部位の差異が強調された非線形空間の特徴量を抽出するためにKPCA

を用いて分析を行う。よって，これ以降非線形主成分 X́を調音状態を非線形空間

に射影した非線形特徴量として扱う。

3.3.2 カーネル関数の設計

3.2節の結果から，舌尖，舌背と下顎が自然調音状態と不自然調音状態を分離す

るための重要な発話部位と考えられる。よって，それらの発話部位の差異を強調す

るカーネル関数を用いることにより，KPCAにより得られた非線形空間上で，自

然調音状態と不自然調音状態の分布の重複度の減少が期待できる。ただし，KPCA

に用いるカーネル関数は正定値性を満たす必要がある。ここで，KPCAに用いら

れる一般的なカーネル関数であるガウスカーネルは正定値性を満たすことが知ら

れており，正定値性を満たすカーネル関数同士の和や積の結果のカーネル関数も

正定値性を満たすことが示されている [28]。従って，ガウスカーネル及び，ガウス

カーネルを組合せることにより新たに設計した 2種類のカーネル関数の計 3種類の

カーネル関数を，自然調音状態と不自然調音状態の分布の重複度の検討に用いる。

3種類のカーネル関数を下記の式に示す。式 3.4 はガウスカーネルを，式 3.5 は下

顎の差異を強調するカーネル関数を，式 3.6 は舌尖と舌背，下顎の差異を強調す

るカーネル関数を表している。

K1(xi,xj) = exp

(

−
‖xi − xj‖

2

2σ2

)

(3.4)
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K2(xi,xj) = exp

{

−

(

‖xT i − xTj‖
2

2σ2
T

+
‖xJi − xJj‖

2

2σ2
J

)}

(3.5)

K3(xi,xj) = {exp(DTI) + exp(DTD) + exp(DOT )} exp(DJ) (3.6)

DTI = −
‖xTIi − xTIj‖

2

2σ2
TI

DTD = −
‖xTDi − xTDj‖

2

2σ2
TD

DOT = −
‖xOTi − xOTj‖

2

2σ2
OT

DJ = −
‖xJi − xJj‖

2

2σ2
J

ここで，xT i及び，xJiは調音状態xiのパラメータに含まれる舌の要素と下顎の要

素をそれぞれ表す。また，xTIi及び，xTDi，xOTiは，調音状態 xiのパラメータに

含まれる舌尖の要素，舌背の要素，舌尖と舌背を除く舌の要素をそれぞれ表す。σ2

及び，σ2
T
，σ2

J
，σ2

TI
，σ2

TD
，σ2

OT
は，カーネル関数のパラメータを表す。

3.3.3 自然調音状態と不自然調音状態の重複度の検討

自然調音状態と不自然調音状態の分布の重複度を定量化し，3.3.2項で示した 3

種類のカーネル関数を用いてKPCAにより調音状態を射影した非線形特徴量及び

元の調音状態それぞれに対して，異なる状態間の重複度を検討する。ここで，ベ

イズ誤り確率の上限は分布の重なり度合いとして解釈することができ，値が小さ

いほど分布の重なりも小さくなる [29]。また，ベイズ誤り確率の上限は，有限の

データ群を評価データと判別パラメータの学習用データに分類し判別誤差の評価

を行う交差確認法により求めた誤判別率として得ることができる。よって，自然

調音状態と不自然調音状態の分布間の重複度を誤判別率により定量化し，調音状

態及び調音状態を射影した非線形特徴量それぞれの重複度を比較する。

ここでは，異なる調音状態間の重複度を定量化し比較することに主眼をおくた

め，取り扱い易い解析的特性を持つ一次線形判別手法のFisherの線形判別分析 [30]

を用いて判別を行う。具体的には，判別分析の結果得られた 1次元の軸上に判別

対象の特徴量を射影し，境界値との大小関係を比較することで判別を行う。境界

値は，1次元の軸上に射影した自然調音状態と不自然調音状態それぞれの分布を正

規分布で近似した場合に下記の式から求められる的中率P を最大にするCとする
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[31]。なお，これ以降 1次元軸上に射影した自然調音状態が不自然調音状態より負

の方向側に分布する場合を想定し数式が導かれており，自然調音状態が不自然調

音状態より正の方向側に分布する場合は，式 3.7 ～ 式 3.10 の添え字N と U が入

れ替わる。

P = PN

∫ C

−∞

1
√

2πσ2
N

exp

(

−
(ξ −mN)2

2σ2
N

)

dξ

+PU

∫

∞

C

1
√

2πσ2
U

exp

(

−
(ξ −mU)2

2σ2
U

)

dξ (3.7)

ここで，PN と PU は，それぞれ自然調音状態と不自然調音状態のデータ数の割合

を表す。また，mNとmUはそれぞれの平均を，σ
2
N
と σ2

U
はそれぞれの分散を表す。

式 3.7 の極値条件 ∂P
∂C

=0より下記の式が得られ，

PN
√

2πσ2
N

exp

(

−
(C −mN)2

2σ2
N

)

=
PU

√

2πσ2
U

exp

(

−
(C −mU)2

2σ2
U

)

(3.8)

式 3.8 を整理した下記の式を解くことにより境界値Cが得られる。

(

1

σ2
N

−
1

σ2
U

)

C2 +

(

mU

σ2
U

−
mN

σ2
N

)

C +

(

m2
N

σ2
N

−
m2

U

σ2
U

)

− 2L = 0

L = log





PN

PU

−

√

√

√

√

σ2
U

σ2
N





(3.9)

境界値Cを用いた自然調音状態と不自然調音状態の判別式は下記のとおり。











d(a) < 0, a ∈ ωN

d(a) > 0, a ∈ ωU

d(a) = αT

D
a − C

(3.10)

ここで，aは判別対象の調音状態 xまたは非線形特徴量 X́ を表し，αDは 1次元

の軸への射影ベクトルを表す。なお，αDは，自然調音状態と不自然調音状態それ

ぞれの分布の分布内散布行列の和の逆行列と，それぞれの分布の平均の差との積

から得られる。式 3.10 から，判別対象の特徴量 aがωN に含まれる場合は自然調

音状態，ωU に含まれる場合は不自然調音状態とする。

式 3.10 から誤判別率を求めるため，交差確認法の一種である Leave-one-out法

[29]を用いる。Leave-one-out法は，データ群の中から一つのデータを選択し，選
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択したデータを評価データ，残りを境界値Cを求めるための学習データとして判

別を行う。この手順をすべてのデータに対して行うことにより，誤って判別され

た回数を全データ数で割った値として誤判別率を求めることができる。

判別に用いるデータは， 3.2 節で自然調音状態と不自然調音状態に分類された

日本語 5母音の調音状態及び，日本語 5母音の調音状態を式 3.4 ～ 式 3.6 のカー

ネル関数を用いて射影した非線形特徴量とする。また，データの次元数は，調音

状態，非線形特徴量共に 36次元とする。なお，各カーネル関数のパラメータは，

境界値Cを式 3.7 に代入し的中率を求める予備検討の結果から，式 3.4 に対して

σ2 = 1，式 3.5に対してσ2
T

= 1.2，σ2
J

= 0.08，式 3.6に対してσ2
TI

= 0.9，σ2
TD

= 1，

σ2
OT

= 1.2，σ2
J

= 0.4とする。

3.3.4 結果と考察

判別の結果を図 3.4に示す。調音状態の結果は，/u/と/e/で 5%以上の誤判別率

となっている。式 3.4を用いて射影した非線形特徴量の結果は，調音状態の結果

に比べ/a/と/i/の誤判別率は改善されているが，逆に/e/と/o/が大きく劣化して

いる。式 3.5を用いて射影した非線形特徴量の結果は，式 3.4を用いた結果に比

べ，/u/，/e/，/o/の誤判別率が大きく改善されているが，/e/や/o/の誤判別率は

まだ調音状態の結果より大きい。式 3.6を用いて射影した非線形特徴量の結果は，

調音状態の結果に比べ，5母音すべてにおいて誤判別率は小さくなっており，5母

音平均で 37%改善されている。この結果は，自然調音状態と不自然調音状態の誤

判別率が異なる調音状態間の分布の重なり度合いを表すことから，式 3.6のカーネ

ル関数を用いたKPCAにより得られる非線形特徴量は，異なる調音状態間の重複

度が元の調音状態に比べ 5母音すべてにおいて減少することを示している。従っ

て，式 3.6のカーネル関数を用いたKPCAにより得られる非線形特徴量を用いて

調音状態の分布構造の可視化を行う。
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図 3.4: 5母音の調音状態及び非線形特徴量に対する誤判別率

3.4 非線形特徴量の次元圧縮による分布構造の可視化

調音状態の分布の目視により，分布の全体像の直感的な把握が可能となる。ま

た，自然調音状態と不自然調音状態のそれぞれの分布を類似した特徴量ごとのク

ラスタに分けることで，不自然調音状態を除去するための自然調音状態と不自然

調音状態の識別が容易になると考えられる。ここで，クラスタリングされた高次

元の特徴量に線形判別分析を適用することで，高次元空間における特徴量間の類

似性を保持したまま次元圧縮することにより，高次元空間における特徴量の分布

の構造を可視化する枠組み（クラスタ判別法）が提案されている [32]。従って，調

音状態のKPCAにより得られた非線形特徴量をクラスタ判別法を用いて次元圧縮

することにより，調音状態の分布構造の可視化を行う。なお，クラスタ判別法は，

使用するクラスタリングや線形判別分析の手法の選択に自由度があり，本研究で

はクラスタリングにはスペクトラルクラスタリング [33]を，線形判別分析には重

判別分析法 [34]を用いる。
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3.4.1 特徴量のクラスタリング

調音状態のKPCAにより得られた特徴量は，非線形空間上で複雑に分布してい

るため，複雑な分布のクラスタリングに適したスペクトラルクラスタリング [33]

を用いてクラスタリングを行う。スペクトラルクラスタリングは，まずKPCAに

より得られた調音状態の非線形特徴量 X́一つ一つをグラフ構造のノードとして捉

え，すべてのノード間の類似度を要素とする隣接行列A(式 3.11 )を求める。

Aij =















0 if i=j

exp

(

−‖X́ i − X́j‖
2

2σ2
S

)

otherwise
(3.11)

なお，σ2
S
はノード間の類似度のパラメータを表し，σ2

S
= 1とする。求めた隣接行

列Aから下記の式により正規化グラフラプラシアンL[33]を求める。

L = B−
1

2 AB−
1

2 (3.12)

BはBii =
∑

j=1 Aij を対角要素とする対角行列を表す。正規化グラフラプラシア

ンLに対する固有値問題（式 3.13 ）を解いた結果得られる固有ベクトルの要素

は，クラスタごとに異なる傾向の値をとる [33]。

LU S = ΛSU S (3.13)

ここで，ΛSはLに対する固有値問題を解いた結果の固有値 λS1, . . . , λSN を対角要

素とする対角行列を，USは固有ベクトルαSi = (αSi1, . . . , αSiN)T，i = 1, . . . , Nを

列とする行列を表し，N は非線形特徴量のデータ数を表す。

クラスタごとに異なる傾向の値を取る固有ベクトルに対してクラスタリングを

行うことにより，精度の高いクラスタリングが可能となる。よって，式 3.13 から

得られる固有値を降順に並べ替え，最大値から上位M個の固有値に対応する固有

ベクトルを正規化した列ベクトル βi，i = 1, . . . ,M に基づき，クラスタリングの

ための新たな表現を下記の式から得る。

Y = (β1, . . . ,βM)

βij =
αSij

√

∑M
j α2

Sij

, i = 1, . . . , N
(3.14)
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式 3.14 のY の行ベクトルY i = (Yi1, . . . , YiM)，i = 1, . . . , N をクラスタリングの

ための非線形特徴量の新たな表現とし，Y iに対してクラスタリングを行うことに

より，非線形特徴量の適切なクラスタリングが可能となる。クラスタリングには，

一般的なクラスタリング手法である k-means法 [34]を用いる。

なお，クラスタリングを行なう際に，特徴量に最適なクラスタ数が問題となる。

スペクトラルクラスタリングを用いる場合は，連続する固有値間の差の絶対値を

表すEigengapが，最適なクラスタ数を定める際の有用な指標の一つとなっている

[33]。Eigengap g(i)を求める式を下記に示す。

g(i) = |λSi+1 − λSi|, i = 1, . . . ,M−1 (3.15)

ここで，λSiは正規化グラフラプラシアンの固有値を降順に並べ替えた際の最大値

から i番目の固有値を表す。また，Eigengap g(i)の極大値を取る iが最適なクラ

スタ数となる結果が報告されている [35]。従って，Eigengap g(i)の極大値を取る

iを最適なクラスタ数とし，具体的なクラスタ数は 3.4.3 項で検討する。

なお，予備検討により自然調音状態はほぼ一つのクラスタと見なせ，不自然調

音状態は複数のクラスタとなった。よって，自然調音状態は母音ごとに一つのク

ラスタとし，不自然調音状態に対してのみスペクトラルクラスタリングを行う。

3.4.2 特徴量の線形判別分析

5母音合わせた非線形特徴量の分布には多数のクラスタが含まれていると考えら

れ，クラスタ間の分離度を最大にすることは，自然調音状態と不自然調音状態の

識別に有用である。従って，複数のクラスタ間の分離度を最大にする重判別分析

法 [34]を線形判別分析に用いる。重判別分析法により，クラスタ内散布行列に対

するクラスタ間散布行列の比を最大にする部分空間を得ることができる。ここで，

クラスタGi，i = 1, . . . ,MCに対するクラスタ内散布行列SW 及びクラスタ間散布
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行列SBは下記の式により表される。

SW =
MC
∑

i=1

Si

Si =
∑X́∈Gi

(X́ − mi)(X́ − mi)
T

mi =
1

ni

∑X́∈Gi

X́

SB =
MC
∑

i=1

ni(mi −m)(mi − m)T

m =
1

N

N
∑

i=1

X́ i

N =
MC
∑

i=1

ni

(3.16)

式 3.16 のクラスタ内散布行列とクラスタ間散布行列に対する一般化固有値問題

（式 3.17 ）を解くことにより，クラスタ内散布に対するクラスタ間散布の比を最

大にする部分空間を求めることができる。

SBUD = ΛDSW UD (3.17)

ここで，ΛDは一般化固有値問題を解いた結果得られる固有値λD1, . . . , λDdを対角要

素とする対角行列を，UDは固有ベクトルαDi = (αDi1, . . . , αDid)
T，i = 1, . . . ,MC−1

を列とする行列を表し，dは非線形特徴量の次元数を表す。なお，SBのランクは

MC−1のため，非ゼロの固有値の数がMC−1個となることから，重判別分析によ

り得られる部分空間の最大次元数はクラスタ数−1となる [34]。また，重判別分析

を行う際に分析対象の特徴量の次元数をクラスタ数以上にする必要がある。よっ

て， 3.4.3 項において最適な特徴量の次元数を最適なクラスタ数と合わせて検討

する。

3.4.3 最適なクラスタ数と特徴量の次元数の検討

重判別分析を行う際に分析対象の特徴量の次元数をクラスタ数以上にするため，

自然調音状態を合わせた総クラスタ数以上となる最適な次元数を検討する。なお，

KPCAにより，調音状態の次元数（36次元）よりも高次元の非線形特徴量を得る

ことが可能なため，36次元を超える次元数に対しても検討を行う。
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検討方法は，調音状態の次元数と同じ 36次元の非線形特徴量に対してクラスタ

リングを行い，まず不自然調音状態の最適なクラスタ数を求める。求めた不自然調

音状態の最適なクラスタ数と自然調音状態のクラスタ数を合わせた総クラスタ数

を新たな次元数として，再度非線形特徴量に対してクラスタリングを行い不自然調

音状態の最適なクラスタ数を求める。この手順を総クラスタ数以上の最小次元数

が得られるまで繰り返す。この検討で最適なクラスタ数を求める際に，式 3.15 の

M = 18として極大値を求めた。なお，極大値が複数存在する場合は，各クラスタ

に含まれる非線形特徴量の元の調音状態のバラつきを調べ，バラつきが小さい極

大値に対する iを最適なクラスタ数とする。

非線形特徴量の最適な次元数及びクラスタ数の検討により，最適な次元数は 42

となり，総クラスタ数は 41となった。Eigengapに基づいて得られた不自然調音状

態の各母音の最適なクラスタ数を表 3.2 に示す。表 3.2 から/o/を除く母音では，

クラスタ数は不自然調音状態の数に比例する傾向を示している。また，クラスタに

含まれる非線形特徴量に対応する調音状態の形状のばらつきは小さく，さらにク

ラスタに含まれるデータ数が一桁のクラスタは存在しないことから，表 3.2 に示

されている母音ごとの最適なクラスタ数は表 3.1 に示されている母音ごとのデー

タ数に対して妥当であると考えられる。

表 3.2: 自然調音状態と不自然調音状態のクラスタ数

Vowel /a/ /i/ /u/ /e/ /o/

Number of clusters for natural articulations 1 1 1 1 1

Number of clusters for unnatural articulations 8 6 6 7 9

3.4.4 調音状態の分布構造の分析

これ以降，クラスタ判別法により得られた部分空間上の非線形特徴量のクラス

タ構造を”調音状態の分布構造”，分布構造を含む部分空間を”分布構造空間”と

呼ぶこととする。まず，可視化された調音状態の分布構造として，3次元の分布

構造空間における非線形特徴量の分布を図 3.5 に示す。図中の楕円体は，各クラ
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スタから求めた分布の標準偏差の範囲を示している。楕円体中の文字は，最初の

文字は母音を表し，2番目の文字は調音状態によって変わり，自然調音状態の場合

はNが示され，不自然調音状態の場合は各クラスタのラベル番号を表す数字が示

されている。図 3.5 から非線形特徴量は多様体上に母音/a/，/i/，/o/を各頂点と

する三角形状に分布している。これは，音声と一対多の関係にある調音状態は調

音空間上の特定の領域に分布することを示唆している。なお，LuとDangは，磁

気センサシステムにより観測した連続音声中の日本語 5母音のペレット位置（口

唇，下顎，舌）を 3次元空間に非線形射影することにより，5母音の多様体上の構

造を示している [36]。その構造も/a/，/i/，/o/を頂点とする三角形を示しており，

図 3.5 の結果と一致している。

得られた調音状態の分布構造に含まれる自然調音状態と不自然調音状態との位

置関係を定量的に示すため，クラスタ判別法により得られる最大次元数（40次元）

の分布構造空間におけるクラスタ間の距離を求める。各クラスタの分散は各次元

で異なり，クラスタ間でも分散は異なることから，クラスタ間の距離として各ク

ラスタを確率分布と見なした際の確率分布間の差を用いることが適切と考えられ

る。ただし，各クラスタは非線形空間に分布しており，ガウス分布などの確率分

布モデルを仮定することは適切ではない。従って，確率分布モデルを仮定せずに

求めることが可能な確率分布間の距離を表す統計量であるCauchy-Schwarz（CS）

divergence[37]を用いる。CS divergenceは，確率分布モデルを仮定することなく

分布のデータから直接密度関数を推定することにより確率分布間の差を求めるこ

とができる。分布構造のクラスタGi，Gj，i, j = 1, . . . , 41に含まれる非線形特徴

量をそれぞれ X́Gi
，X́Gj

とすると，CS divergenceは下記の式から求められる。

DCS(Gi, Gj) =
1

2
log{V2(Gi) · V2(Gj)} − log{Cr(Gi, Gj)}

V2(Gi) =
1

L2h4
CS

L
∑

l=1

L
∑

s=1

V (X́
(s)

Gi
− X́

(l)

Gi
, hCS)

Cr(Gi, Gj) =
1

L · S · h4
CS

L
∑

l=1

L
∑

s=1

V (X́
(s)

Gi
− X́

(l)

Gj
, hCS)

V (X́Gi
− X́Gj

, hCS) =
1

(2πh2
CS

)
d
2

exp



−
‖X́Gi

− X́Gj
‖2

2h2
CS





(3.18)

ここで，Lはクラスタに含まれる非線形特徴量の数を表し，X́
(s)

Gi
はクラスタGiに

含まれる s番目の非線形特徴量を表す。また，dは非線形特徴量の次元数を，hCS
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図 3.5: 3次元分布構造空間の非線形特徴量の分布。最上段は 5母音の自然調音状

態と不自然調音状態すべてを表示。二段目以下は，各母音の不自然調音状態と 5母

音の自然調音状態のみを拡大して表示。
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は推定された密度関数の滑らかさに関するパラメータを表し，hCS = 1として CS

divergenceを計算する。5母音の不自然調音状態の各クラスタと各母音の自推然調

音状態との距離を図 3.6 に示す。なお，すべてのクラスタ間距離の最大値が 1に

なるように距離は正規化されている。図 3.6 より，不自然調音状態の各クラスタ

と自然調音状態との距離は，自然調音状態が同じ母音の場合，母音ごとの平均距

離は 0.14～ 0.32の間の値をとる。一方，自然調音状態が異なる母音の場合，母音

ごとの平均距離は 0.25～ 0.37の間の値をとり，5母音すべてにおいて後者のほうが

より大きな値となった。この結果は，不自然調音状態が他の母音の自然調音状態

よりも同じ母音の自然調音状態の近くに分布することを示している。

さらに，自然調音状態と不自然調音状態とのクラスタ間の分布の重複度を調べ

る。 3.3 節の検討に用いたベイズ誤りの上限は，分布の重複度を定量的に表すこ

とは出来るが，各分布の一定の範囲における重複の有無について知ることは出来

ない。従って，今回は，分布構造空間の非線形特徴量に対して，次元数を変えて

自然調音状態と不自然調音状態とのクラスタ対ごとにクラスタ間の分離度を最大

にする 1次元空間に線形射影し，射影空間上の分布の重なりを調べた。その結果，

27次元以上では，信頼度 95%の信頼楕円体の範囲（標準偏差の 2倍の範囲に相当）

において，自然調音状態と不自然調音状態とのすべてのクラスタ対の間で重なり

が見られなかった。

また，日本語 5母音として取り得る不自然調音状態の形状を具体的に示すため，

図 3.7 に母音ごとに各クラスタに含まれる非線形特徴量に対応する調音状態の形

状を示す。なお，各形状の中心に示されている文字の意味は図 3.5 と同じとする。

不自然調音状態の形状の大まかな傾向をみると，/a/の場合，ほとんどのクラスタ

では下顎が規準より下方に位置している。しかしながら，舌尖の位置はクラスタ

により異なり，規準より後方または前方下方に位置する場合と規準付近に位置す

る場合に分けられる。/i/の場合，一部のクラスタを除き舌尖が規準より前方に位

置しており，さらに舌全体が下方に位置している。/e/の形状も/i/と同様の傾向を

示している。/u/の場合，ほとんどのクラスタで舌尖が硬口蓋の付近に位置し声道

中の狭めを形成している。また，下顎の位置は大きく上方に位置するクラスタと

下方に位置するクラスタに分けられる。/o/の場合，ほぼすべてのクラスタにおい

て舌全体が後方に位置しているが，舌尖の位置は後方に位置するクラスタと後方
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/a/ /i/

/u/ /e/

/o/

To natural articulation of /a/ 

To natural articulation of /i/ 

To natural articulation of /u/

To natural articulation of /e/

To natural articulation of /o/

図 3.6: 不自然調音状態の各クラスタと自然調音状態との距離（横軸：不自然調音

状態のクラスタラベル，縦軸：不自然調音状態の各クラスタと自然調音状態との

正規化距離）
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上方に位置するクラスタに分けられる。また，下顎の位置は/u/と同様，上方に位

置するクラスタと下方に位置するクラスタに分けられる。

3.4.5 考察

自然調音状態と不自然調音状態を識別する場合，二つの分布間の重複度が小さ

いほど，高い精度の識別が可能となる。 3.4.4 項における分布構造の分析の結果か

ら，分布構造に含まれる自然調音状態のクラスタと不自然調音状態のクラスタの

重なりは小さいと考えられる。これは，調音状態の分布構造に基づくことで，自

然調音状態と不自然調音状態が高い精度で識別できる可能性を示唆する。従って，

次節において分布構造に基づき自然調音状態と不自然調音状態を識別する手法を

提案する。

また，分類規準に対する不自然調音状態の母音ごとの形状の傾向をみると，/a/

と/o/の場合，舌背より後方は分類の規準範囲内に含まれるが，下顎と舌尖が規準

範囲外になる傾向が見られる。/e/の場合も下顎と舌尖が規準範囲外になる傾向が

見られるが，舌背が範囲外となる割合が/a/や/o/より多い。一方，/i/の場合，下顎

は規準範囲内であるが，舌尖から舌背にかけて範囲外になる傾向が見られる。/u/

の場合は，下顎が範囲外となる割合が一番大きいが，他の母音と比べて，舌全体

として範囲外になる割合が大きい。このように狭母音の不自然調音状態は，自然

調音状態の母音の調音における声道中の狭めの形成に寄与する舌背の位置が自然

調音状態と比べて大きく異なる場合が見られる。しかしながら，母音全体をとお

してみると，不自然調音状態は舌背の位置が自然調音状態と同じであるが，下顎

や舌尖は大きく異なることが示されている。自然調音状態と不自然調音状態との

分類規準は，単独発話と連続音声中の発話の両方を考慮し定められている。従っ

て，不自然調音状態の形状の傾向から，連続音声の定常部に対する調音運動の目

標が，単純な声道中の狭めの位置や大きさだけでは人間が自然調音状態を獲得す

ることは難しいことが示唆される。
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/e/

/u/
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図 3.7: 調音状態の分布構造に含まれるクラスタごとの調音形状
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3.5 まとめ

本章では，生成された日本語 5母音の調音状態を観測データの発話器官の調音

運動に基づく規準を用いて，自然調音状態と不自然調音状態に分類した。また，異

なる調音状態の分布間の重複度を減少させるため，分類した自然調音状態と不自

然調音状態をKPCAにより非線形空間に射影し，調音状態と射影後の非線形特徴

量それぞれに対して重複度を定量的に求め比較した。その結果，新たに提案した

下顎，舌尖，舌背の差異を強調するカーネル関数を用いたKPCAにより得られた

非線形特徴量に対する異なる調音状態の分布間の重複度は，調音状態に対する重

複度より 37%減少することが示された。さらに，KPCAにより得られた非線形特

徴量に対してクラスタ判別法を用いて特徴量間のクラスタ構造を考慮し次元圧縮

することにより，調音状態の分布構造を可視化し，日本語 5母音として取り得る

不自然調音状態の形状の傾向を示した。
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第 4章

調音状態の分布構造に基づく自然調音

状態と不自然調音状態の識別手法の

検討
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4.1 はじめに

音声信号から調音状態の逆推定の推定候補に含まれる不自然調音状態を取り除

くためには，自然調音状態と不自然調音状態を精度良く識別する必要がある。前

章で示した音声信号と一対多の関係にある調音状態の分布構造空間では，自然調

音状態と不自然調音状態の分布は，27次元以上で標準偏差の 2倍の範囲の重なり

がなくなる結果が示された。つまり，調音状態の分布構造空間で識別を行うこと

で，精度の高い自然調音状態と不自然調音状態の識別が期待できる。従って，調

音状態の分布構造に基づき自然調音状態と不自然調音状態を識別する手法を提案

し，識別実験により提案手法を評価する。

4.2 調音状態の分布構造に基づく調音状態の識別手法

調音状態の分布構造空間における自然調音状態と不自然調音状態の分布間の重

なりは小さいながらも存在するため，調音状態の識別には確率的手法を用いるこ

とが適切と考えられる。従って，調音状態の分布構造に基づく調音状態の識別は

事後確率最大則に従い，分布構造に含まれる各クラスタに対して事後確率を求め，

事後確率が最大のクラスタが自然調音状態のクラスタの場合は自然調音状態，そ

れ以外は不自然調音状態とする。事後確率最大則に従い識別を行うことにより，識

別の際に求めた事後確率を調音状態の逆推定における有用な情報として利用する

ことも可能となる。

クラスタごとの事後確率 p(Gi|X )は，調音状態xの分布構造空間への射影をX，

クラスタGi，i = 1, . . . , 41の事前確率を p(Gi)，X のクラスタGiに対する尤度を

p(X |Gi)とすると，ベイズの公式 [34]より下記の式から求めることができる。

p(Gi|X ) =
p(X |Gi)p(Gi)

∑M
i=1 p(X |Gi)p(Gi)

p(Gi) =
NGi

N

(4.1)

なお，Mはクラスタ数を表し，N及びNGi
はそれぞれ，全データ数とクラスタGi

に含まれるデータ数を表す。ここで，分布構造に含まれるクラスタは非線形空間上

で定義されており分布が複雑なため，ガウス分布などの確率分布モデルを仮定する

パラメトリックな手法により尤度を求めることは適切ではない。従って，式 4.1のク
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ラスタごとの尤度を求めるために，代表的なノンパラメトリック手法であるParzen

窓推定法 [38]を用いる。Parzen窓推定法を用いることにより，確率分布モデルを

仮定せずに分布に含まれるデータから直接尤度を計算することが可能となる。窓

関数としてガウシアン関数を用いたParzen窓推定法により尤度を求める式を下記

に示す。

p(X |Gi) =
1

NGi

∑�j∈Gi

1

(2πh2)D/2
exp

{

−
‖X − χj‖

2

2h2

}

(4.2)

ここで，χj はクラスタGiに含まれる分布構造空間の非線形特徴量を表す。また，

Dは分布構造空間の次元数を，hはクラスタに含まれるデータから確率密度関数

を推定する際の平滑化パラメータを表す。この hの値により推定される確率密度

関数が変わるため，hの変化は尤度に大きく影響する。

式 4.2 から求められる尤度を用いて式 4.1 により計算した事後確率に基づき自

然調音状態と不自然調音状態を識別する関数を下記のように定める。

F (X , c) = δ(c, arg max
i

p(Gi|X ))

where δ(j, k) =











1 if j = k

0 otherwise

(4.3)

なお，cはX に対する自然調音状態のクラスタを示すラベル番号を表す。式 4.3よ

り，調音状態 xは，F (X , c) = 1の時は自然調音状態として，F (X , c) = 0の時は

不自然調音状態として識別される。

4.3 識別実験

前節で提案した調音状態の識別関数を評価するため，3種類の識別実験を行う。

なお，識別精度は識別関数の平滑化パラメータ hに大きく影響されるため，この

識別実験で平滑化パラメータ hの最適値についても検討する。また，Parzen窓推

定法により尤度を求める場合，式 4.2 より識別対象とクラスタに含まれるすべて

の非線形特徴量との差分ベクトルの内積計算が必要となり，低い次元数で高い識

別精度を得られることが望ましい。従って，識別誤差と分布構造空間の次元数D

とのトレードオフについても検討する。
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4.3.1 実験方法

3 章の表 3.1 に示されている自然調音状態と不自然調音状態を含む日本語 5母

音の生成された調音状態を実験データとし，3種類の実験すべてに同じ実験デー

タを用いる。また，実験手順は 3種類共通で次の通りとする。実験データを評価

データと各クラスタの尤度を求めるための学習データに分け，評価データに対し

て式 4.3 の識別関数を用いて調音状態の識別を行い，識別誤差を求める。

実験 1：識別誤差に対して最適な識別関数の平滑化パラメータ hの値を求める。

実験条件として，平滑化パラメータ hは調音状態の分布構造に含まれるすべての

クラスタに対して同じ値とし，0.01から 0.2まで変化させる。また，分布構造空間

の次元数Dは 27次元とする。

実験 2：調音状態の分布構造に含まれる自然調音状態の近傍に位置する不自然調

音状態のクラスタの，識別誤差への影響を調べる。ここで，自然調音状態の近傍

に位置する不自然調音状態のクラスタを”クリティカルクラスタ”と呼ぶことと

する。クリティカルクラスタは自然調音状態の近傍に位置するため，クリティカ

ルクラスタに対する平滑化パラメータの変化は，それ以外のクラスタに対する変

化よりも識別誤差に大きく影響することが予想される。従って，実験条件として，

平滑化パラメータ hはクリティカルクラスタに対する hのみ 0.01から 0.2まで変

化させ，その他のクラスタに対しては実験 1で得られた最適値を固定値として用

いる。また，比較のため不自然調音状態のすべてのクラスタに対する hを 0.01か

ら 0.2まで変化させ，自然調音状態のクラスタに対しては最適値を固定値として用

いる条件でも識別を行う。分布構造空間の次元数Dは，実験 1と同様 27次元とす

る。なお，実験 1において自然調音状態が識別対象データの場合に誤識別された

不自然調音状態のクラスタをクリティカルクラスタとして識別を行う。

実験 3：識別誤差と分布構造空間の次元数Dとのトレードオフについて検討す

る。調音状態の識別手法を音声信号から調音状態の逆推定に適用する場合，逆推

定では多くの場合反復処理を必要とする（例えば [11]）ため，逆推定の計算負荷を

大きく増加させる可能性がある。よって，識別誤差と次元数Dの関係を調べる。

実験条件として，次元数Dを 3から 27次元まで変化させる。平滑化パラメータ h

は，すべてのクラスタに対して実験 1で得られた最適値を固定値として用いる。
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4.3.2 識別誤差

有限のデータ群を評価データと学習データに分け識別手法を評価する際に，評

価データが少ない場合は，高い識別精度が得られたとしても識別手法の汎化能力

については保証されない。一方，学習データが少ない場合は，汎化能力は妥当で

あっても，逆に高い識別精度を得ることが難しくなる。従って，有限のデータ群

に対して評価データと学習データ双方のデータ数の確保に適した評価方法である，

3.3.3 項で述べた Leave-one-out法をここでも用いる。

通常，Leave-one-out法は，誤識別した回数を全データ数で割った値を識別誤差

とする。よって，今回の識別実験では，自然調音状態のデータに対して誤識別さ

れた回数と不自然調音状態のデータに対して誤識別された回数の和を全データ数

で割った値を識別誤差とすることが考えられる。しかしながら，今回用いる実験

データは自然調音状態と不自然調音状態のデータ数の割合に大きな偏りがあり，単

純に自然調音状態と不自然調音状態それぞれの誤識別の回数を足すことは適切で

はない。従って，それぞれのデータ数の割合を考慮した下記の式により識別誤差

を求める。

Error [%] =
wN ×NNe + wU ×NUe

N
× 100 (4.4)

ここで，NNe とNUe はそれぞれ，自然調音状態に対する誤識別の回数と，不自然

調音状態に対する誤識別の回数を表し，N は自然調音状態と不自然調音状態を合

わせたデータ数を表す。また，wN とwU はそれぞれ，自然調音状態の誤識別の回

数に対する重み係数と，不自然調音状態の誤識別の回数に対する重み係数を表す。

識別誤差として両方の誤識別を平等に扱うため，表 3.1 の両方のデータ数の比を

正規化した値，wN = 0.8，wU = 0.2とする。

4.3.3 結果と考察

実験 1の結果を図 4.1 に示す。識別誤差Errorが最小となる平滑化パラメータ

hの値は 0.06となり，その時の全体の誤差は 2.7%，自然調音状態の誤差は 3.1%，

不自然調音状態の誤差は 0.8%となった。ここで，分布構造空間では，自然調音状

態の分布と不自然調音状態の分布は標準偏差の 2倍の範囲で重なりが無い。つま
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図 4.1: 平滑化パラメータの変化に対する識別誤差。次元数はD = 27。

り，それぞれの分布の 95%は，尤度を求める際の密度関数が適切に求められた場

合正しく識別することができ，残りの 5%のデータに対して識別誤差が生じる可能

性があると考えられる。前述のように hに適切な値を設定することにより誤差が

5%未満に収まることが示されていることから，密度関数は適切に求められており，

分布構造に基づくことが誤差を 5%未満の小さな誤差に抑えられた要因と考えられ

る。また，平滑化パラメータの値が 0.02未満の範囲では，不自然調音状態の識別

誤差は指数関数的に増大し，自然調音状態の識別誤差は減少している。この結果

は，不自然調音状態の識別誤差は h < 0.02の平滑化パラメータの変化に敏感であ

ることを示している。なお，これ以降平滑化パラメータの最適値として h = 0.06

を用いる。また，実験 1の結果，自然調音状態が誤って識別された不自然調音状

態のクラスタ数は 17となった。これらのクラスタは，実験 2においてクリティカ

ルクラスタとして扱われた。

実験 2の結果を図 4.2 に示す。図 4.2 の横軸は不自然調音状態に対する識別誤

差を，縦軸は自然調音状態に対する識別誤差を示し，特定のクラスタの平滑化パ

ラメータ hを変化せた場合の自然調音状態と不自然調音状態それぞれの識別誤差

の変化を表している。不自然調音状態のすべてのクラスタに対する hを変化させ

た場合の結果と比較し，クリティカルクラスタに対する hのみ変化させた場合は，

識別誤差が同等または減少している。この結果は，クリティカルクラスタが識別誤
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図 4.2: クリティカルクラスタの平滑化パラメータの変化に対する識別誤差。記号

の上または下の数値は平滑化パラメータの値を示す。次元数はD = 27。

差に大きく影響していることを示している。また，hの値がh > 0.08及びh < 0.02

の範囲では，クリティカルクラスタのみ変化させた場合の方が，自然調音状態の

識別誤差が減少する割合はより大きく，不自然調音状態の識別誤差が増加する割

合はより小さくなっている。この結果は，クリティカルクラスタの平滑化パラメー

タを調整することで，自然調音状態と不自然調音状態の識別誤差の割合を制御で

きる可能性を示唆している。

実験 3の結果を図 4.3 に示す。次元数Dの増加に伴い，識別誤差Errorは単調

減少しているが，16次元以上では，変化はほとんどみられなくなっている。次元

数が 27次元を超える場合についても調べてみたが，27次元における識別誤差と同

等の値となった。この結果は，27次元と同程度の識別精度を保った状態で 16次元
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図 4.3: 次元数の変化に対する識別誤差。平滑化パラメータはすべてクラスタに対

して h = 0.06

まで次元数を削減できる可能性を示唆している。

実験 1～ 3の結果から，自然調音状態と不自然調音状態の識別手法を音声信号か

ら調音状態の逆推定に適用した場合の効果について考察する。調音状態の識別に

おいて，2種類の識別誤差が存在する。一つは，不自然調音状態が自然調音状態と

して誤識別された場合の誤差であり，もう一つは，自然調音状態が不自然調音状

態として誤識別された場合の誤差である。識別手法を逆推定に適用する場合，前

者の識別誤差は不自然調音状態の除去の程度に影響し，誤差が小さいほど不自然

調音状態は正確に除去される。一方，後者の識別誤差は逆推定の推定精度に直接

影響し，誤差が小さいほど識別誤差が推定精度に影響を与えるリスクを抑えるこ

とができる。実験 1の結果から，平滑化パラメータが最適値の場合，前者の識別誤

差は 0.8%であり，後者の識別誤差は 3.1%となっている。これは，提案した識別

手法を調音状態の逆推定に適用することにより，従来の逆推定の手法では取り除

くことができなかった不自然調音状態を 99%以上の精度で除去し，その際に識別

誤差が推定精度に影響を与えるリスクを数%に収められる可能性を示唆する。ま

た，提案手法を逆推定に適用した際に，推定精度に与えるリスクをさらに抑える

必要がある場合は，クリティカルクラスタの平滑化パラメータを調整することで

対応可能と考えられる。
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4.4 まとめ

調音状態の分布構造に基づき，自然調音状態と不自然調音状態を確率的に識別

する手法を提案した。提案した識別手法を評価するため， 3.2.1 節で分類した 5母

音の調音状態を評価データ及び識別関数のパラメータ学習データとして，3種類の

実験を行った。

実験 1の結果から，識別誤差を最小とする識別関数の平滑化パラメータ hの最

適値（h = 0.06）が得られ，その際に不自然調音状態に対しては 99.2%，自然調音

状態に対しては 96.9%の識別精度が示された。

実験 2の結果から，調音状態の分布構造において自然調音状態近傍に位置する不

自然調音状態のクリティカルクラスタの平滑化パラメータを調整することで，自

然調音状態と不自然調音状態の識別誤差の割合を制御できる可能性が示唆された。

実験 3の結果から，27次元と同程度の識別精度を保ったまま 16次元まで分布構

造空間の次元数を削減できる可能性が示唆された。
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第 5章

音声信号から調音状態の逆推定におけ

る不自然調音状態の除去
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5.1 はじめに

音声信号から調音状態の逆推定における一対多の問題を解決するためには，従

来の研究では考慮されていなかった不自然調音状態を逆推定の推定候補から除去

する必要がある。そのために， 4 章で提案した自然調音状態と不自然調音状態を

識別する手法を適用した新たな逆推定システムを構築し，推定候補に含まれる不

自然調音状態の除去を試みる。新たなシステムのベースとなる逆推定処理には，部

分 3次元生理学的発話機構モデルを用いて音声信号から調音状態を逆推定する手

法 [11]を用いる。さらに，構築したシステムに対して，観測データの発話器官の

調音運動と音声信号を実験データとして逆推定を行い，実際の逆推定における不

自然調音状態の除去の精度について検証する。また，不自然調音状態を取り除い

た場合の効果についても検討する。

5.2 識別手法の逆推定への適用による不自然調音状態の

除去

自然調音状態と不自然調音状態の識別手法を音声信号から調音状態の逆推定に

適用し，推定候補に含まれる不自然調音状態を取り除くためには，識別結果に基

づき次の二つの処理を行う必要がある。一つは，識別結果が自然調音状態の場合，

その後不自然調音状態への収束を避ける処理であり，もう一つは，識別結果が不

自然調音状態の場合，その後自然調音状態へ収束させる処理である。

本研究では，前者の処理を行うために，推定された調音状態の分布構造空間へ

の射影と自然調音状態の平均とのマハラノビス平方距離 [34]を，逆推定の目標と

なる調音ターゲットを更新する際の評価関数の新たな項として加える。この分布

構造空間上のマハラノビス平方距離は自然調音状態のクラスタから離れるほど大

きな値をとることから，この項に重み係数を掛け，更新した調音ターゲットが自

然調音状態になるように重み係数を調整することにより，不自然調音状態への収

束の回避が期待できる。なお，自然調音状態の平均は目標音声の母音に対する自

然調音状態のクラスタ平均とする。

また，後者の処理を行うために，推定結果が不自然調音状態だった場合は，推
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定結果が自然調音状態のクラスタに含まれることを保証する調音ターゲットに代

替する。代替する手順は，不自然調音状態を分布構造空間へ射影し，その射影と

自然調音状態の平均とを結ぶ直線と自然調音状態の分布に対する信頼度 68%の信

頼楕円体との交点を求め，その交点の非線形特徴量に対応する調音ターゲットを

新たな調音ターゲットとする。この処理により，推定結果が不自然調音状態だった

場合，次の段階で推定された調音状態は自然調音状態となることが保証される。

上記の処理の詳細については，次節で述べる。

5.3 新たな逆推定システムの構成

Dangと Hondaにより，部分 3次元生理学的発話機構モデルを用いて音声信号

から調音状態を逆推定する手法が提案されている [11]。この手法は，従来の制約条

件を内包する発話機構モデル [14]を用いることにより，他の逆推定の手法に比べ

より効率的に制約条件を推定結果に反映できると考えられる。さらに推定された

調音状態の可視化も容易なことから，本研究ではDangと Hondaの手法をベース

に識別手法を適用した新たな逆推定システムを構築する。ただし，DangとHonda

の手法で用いられた発話機構モデルはその後筋収縮力の推定方法が改善され，よ

り正確な人間の発話運動の再現が可能になっている [16]。また，DangとHondaの

手法では，音響特徴量として LPC cepstrumが用いられているが，高次の周波数

より低次の周波数に大きな重みが掛けられているMFCCを用いた方が，音韻性と

の関連性が高い低次のホルマント周波数の影響がより大きく反映されることから，

逆推定に適していると考えられる。よって，新たな逆推定システムでは，最新の部

分 3次元生理学的発話機構モデル [16]を用い，また音響特徴量にはLPC cepstrum

の代わりにMFCCを用いる。

新たに構築した逆推定システムの処理の流れを図 5.1 に示す。構築した逆推定

システムは，大まかに二つの部分から成る。一つは，音声信号に基づき発話機構

モデルの制御パラメータを調音ターゲットに近づけることにより調音状態を逆推

定する部分であり，これを逆推定部とする。もう一つは，推定された調音状態を

識別し，識別結果に基づき評価関数を最小化する調音ターゲットの更新または調

音ターゲットの代替を行う部分であり，これをターゲット更新部とする。ここで，
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図 5.1: 音声信号から調音状態の逆推定処理の流れ
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図 5.2: 制御パラメータ

制御パラメータは，調音状態xに含まれる正中矢状断面上の舌尖 (Tx，Ty)と舌背

(Dx，Dy)及び下顎 (Jx，Jy)のパラメータに加え，口唇を近似する音響管の長さ

(Ll)と直径 (Lw)を含む 8次元のベクトル z = (z1, . . . , z8)とする。制御パラメータ

を図 5.2 に示す。調音ターゲットも制御パラメータと同じ要素を持つ 8次元のベ

クトルとする。

主な逆推定処理の流れは次の通りとする。まず入力された目標音声信号に対し

て前処理を行った後に，音響特徴量（MFCCの 0次～ 12次の係数及び第 1，第 2

ホルマント周波数）を抽出する。次に抽出したホルマント周波数に基づき初期調

音ターゲットを設定し，逆推定部において初期調音ターゲットに基づき調音状態

の逆推定及び音声合成を行う。合成された音声に対しても目標音声と同様の手順

で音響特徴量を抽出し，目標音声の音響特徴量との誤差を評価する。誤差が基準

値より大きい場合は，ターゲット更新部に移り，推定された調音状態の識別を行

う。識別結果が自然調音状態の場合は，評価関数の値が最小且つ推定結果が自然

調音状態となるように調音ターゲットを更新し，不自然調音状態の場合は，推定

結果が自然調音状態となる調音ターゲットに代替する。その後再び逆推定部に移

り，更新または代替した調音ターゲットを用いて逆推定を行う。この逆推定部と

ターゲット更新部の反復処理を，目標音声と合成音声の音響特徴量の誤差が基準

値未満になるまで行い，誤差が基準値未満となる推定された調音状態と合成音声

を最終結果として出力する。
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次項以降で逆推定システムの各処理の詳細について述べる。

5.3.1 音響特徴量の抽出

音声信号に対する前処理及び，音響特徴量（MFCCとホルマント周波数）の抽

出処理とその条件は， 2.5.1 項と同様とする。また，推定された調音状態に基づき

音声合成を行なう方法は， 2.4.2 項の音声合成の手順と同様とする。ただし，合成

音声の母音区間は，音声信号のフレームごとに求めたMFCCの低次の係数に対す

る回帰係数に基づき定める。n番目のフレームのMFCCの i次の係数を bi(n)とす

ると，t番目のフレームの回帰係数 r(t)は下記の式から求められる。

r(t) =
1

6

5
∑

i=0

ri(t)
2

ri(t) =

(

n0
∑

n=−n0

bi(n) · n

)

(

n0
∑

n=−n0

n2

)

(5.1)

ここで，n0は係数ごとに回帰係数を計算する際に考慮するフレームの範囲を表し，

n0 = 2とする。式 5.1 から得られた各フレームの回帰係数に基づき，r(t)が最小

となるフレーム及びその前後合わせた 6フレームを合成音声の母音区間とし，音

声信号の母音区間に含まれる各フレームの平均を音響特徴量として用いる。なお，

これ以降合成音声の音響特徴量は，推定された調音状態に含まれる制御パラメー

タ zの関数ベクトル f (z)として表す。

5.3.2 初期調音ターゲットの設定

初期推定用の調音ターゲットを母音ごとに用意し，目標音声の第 1及び第 2ホル

マント周波数から選択された母音の調音ターゲットを初期調音ターゲットとして

用いる。これは，母音ごとに第 1及び第 2ホルマント周波数の分布する範囲がお

おまかに定まるためである [39, 40]。ただし，初期値が母音に依存して固定される

ことを避けるため，目標音声の第 1及び第 2ホルマント周波数と，発話機構モデ

ルを作成する際の被験者の第 1及び第 2ホルマント周波数との差を調べ，差が最

小の母音及び 2番目に小さい母音を選択し，それぞれの差の割合を重みとする加
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重加算された調音ターゲットを初期調音ターゲットとする。初期調音ターゲット

を求める際に用いられる母音ごとの調音ターゲットは， 2.2 節で述べた観測デー

タの発話器官の調音運動に対する各母音の平均とする。

5.3.3 調音ターゲットに対する調音状態の推定

調音状態の推定はDangとHondaの方法 [14, 16]に従う。具体的には，発話機構

モデルの制御パラメータ zに含まれる舌尖，舌背及び下顎の制御点が，設定され

た調音ターゲットの舌尖，舌背及び下顎に一致するように，舌と下顎に関する筋

の収縮力を求めることにより発話機構モデルを駆動し，調音状態を推定する。

筋の収縮力を求める方法は，まず設定された調音ターゲットの位置からEquilib-

rium position map (EP map)に基づき初期収縮力を求める。EP mapは，舌に関

する筋の主動筋と協調筋，または主動筋と協調筋及び拮抗筋の複数の組み合わせ

に対して，組み合わせに含まれる各筋に 8段階の収縮力を設定した場合の舌尖と

舌背の制御点の軌跡により構成される。この EP mapを事前に求めておくことに

より，EP map上の調音ターゲットの位置から，舌筋と下顎の筋への初期収縮力を

求める。

筋への初期収縮力を求めた後に，現在の制御点の位置から調音ターゲットの位

置へのベクトルを筋ワークスペース上に射影することにより，制御点が調音ター

ゲットへ近づくための筋収縮力を求める。筋ワークスペースは，制御点の変位に

対応する主要な筋の収縮ベクトルにより構成された空間であり，制御点から調音

ターゲットへの位置のベクトルを筋ワークスペースに射影し各筋の収縮ベクトル

に分解することで，分解された各筋収縮ベクトルの大きさとして収縮力を求める。

この処理が，計算ステップごとに行なわれることにより，計算ステップごとに制

御点が調音ターゲットに近づくことで，調音状態の推定が行なわれる。

5.3.4 音響誤差の評価

調音状態の逆推定処理は，目標音声と推定結果に基づく合成音声との音響特徴

量の誤差ErrCが基準値未満の場合に終了する。ErrCは，MFCCの 1次から 12次
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までの係数を用いて下記の式から求められる。

ErrC =

(

12
∑

i=1

{Qi(fOi − fi(z))}η

)

1

η

(5.2)

ここで，fOiは目標音声に対するMFCCの i次の係数を，fi(z)は合成音声に対す

るMFCCの i次の係数を，Qiは i次の係数に対する重み係数を表す。なお，ヒュー

リスティックな検討から η = 10とし，重み係数Qiは全ての係数に対して 0.083と

する。また，基準値は 0.01とする。

5.3.5 推定された調音状態の識別

音響誤差の評価において誤差が基準値を超える場合，ターゲット更新部に移り，

推定した調音状態に対して自然調音状態と不自然調音状態の識別を行う。識別に

は， 4 章で提案した手法を用いる。識別は分布構造空間で行なうため推定した調

音状態を分布構造空間へ射影し，推定結果の射影に対する事後確率が最大となる

クラスタが，目標音声の自然調音状態のクラスタの場合は自然調音状態として，そ

うでなければ不自然調音状態として識別する。なお，これ以降推定した調音状態

xの分布構造空間への射影を，制御パラメータ zを引数とする非線形関数ベクト

ルΦ(z)として表す。

識別処理の際に，下記の式で表される目標音声の自然調音状態のクラスタ平均

ΦN と推定結果の射影Φ(z)との差DΦ(z)を求めておく。

DΦ(z) = ΦN − Φ(z) (5.3)

式 5.3 により求めたDΦ(z)は，調音ターゲットを更新する際の評価関数に用いる。

5.3.6 評価関数に基づく調音ターゲットの更新

識別結果が自然調音状態だった場合，推定結果の制御パラメータ zに対する評

価関数の最小化問題を解くことにより新たな調音ターゲットを求める。Dangと

Hondaにより音響特徴量の重み付き二乗誤差の和及び，調音状態の形態的制約と

調音状態の連続性に関する動的制約を考慮した評価関数が提案されている [11]。し
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かしながら，提案されている評価関数には，推定結果に含まれる不自然調音状態

の影響は考慮されていないため，推定結果の分布構造空間への射影と自然調音状

態の平均とのマハラノビス平方距離を新たな項として評価関数に加える。この新

たな項の追加により，不自然調音状態から自然調音状態に近づくように調音ター

ゲットが更新されるため，不自然調音状態への収束を避ける効果が更新された調

音ターゲットに直接反映される。

推定結果の制御パラメータ z，合成音声の音響特徴量 f (z)及び，式 5.3 から求

められる目標音声の自然調音状態のクラスタ平均と推定結果の分布構造空間への

射影との差DΦ(z)に基づく新たな評価関数 J(z)を式 5.4 に示す。式 5.4 の右辺

の第 1項は音響特徴量の重み付き二乗誤差を，第 2項は調音状態の異常な形状を

避けるための形態学的制約を，第 3項は連続音声における調音状態の変化の滑ら

かさを保証するための動的制約を，そして第 4項は調音ターゲットの更新による

推定結果の不自然調音状態への収束を避けるための調音状態の分布構造的制約を

意味する。

J(z) = ‖fO − f (z)‖2WQ
+ ‖z − z0‖

2WR
+ ‖z − zP‖

2WP
+ µ‖DΦ(z)‖2WΦ

(5.4)

ここで，z0は発話機構モデルの初期制御パラメータを，zP は前フレームの制御パ

ラメータを表す。また，W Q，W R，W P，W Φは右辺の各項に対する重み行列を

表す。具体的には，W Qは 5.3.4 項で示した重み係数Qを対角要素とする対角行

列，W Rは対角要素がすべてRk = (R0 − R)γk +Rである対角行列とする。kは

調音ターゲットの更新回数を表し，Rkは kの増加に伴い徐々にRの値に漸近する

ため，初期推定結果の精度が悪い場合でも推定値の発散を防ぐことができる。Rk

を求める際の定数は，それぞれR0 = 0.1，R = 0.05，γ = 0.5とする。第 3項の重

み行列W P は対角要素がすべて 0.1である対角行列とし，第 4項の重み行列W Φ

は，目標音声の自然調音状態のクラスタに含まれる分布構造空間上の非線形特徴

量から求めた共分散行列の逆行列とする。つまり，式 5.4 の右辺の第 4項は，分

布構造空間における目標音声の自然調音状態のクラスタ平均と推定結果の射影と

のマハラノビス平方距離を表す。分布構造空間では 27次元以上の場合，自然調音

状態のクラスタと不自然調音状態のクラスタ間で標準偏差の 2倍の範囲，つまり

信頼度 95%の信頼楕円体に重なりは見られず，信頼楕円体はクラスタ平均からの

等マハラノビス平方距離を表す。よって，第 4項は推定結果が自然調音状態の場
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合よりも不自然調音状態の場合により大きな値となることから，評価関数の最小

化の結果得られる新たな調音ターゲットに対する調音状態が不自然調音状態とな

ることを回避できると考えられる。なお，第 4項の µは重み係数を表し，下記の

式により求められる。

µ = µ0ψ
l (l=1 ∼ 10) (5.5)

更新された調音ターゲットに基づき推定された調音状態の識別結果が不自然調音

状態だった場合は，式 5.5 の lを増加させることにより，識別結果が自然調音状態

になるように第 4項の制約の影響を大きくし調音ターゲットを更新しなおす。な

お，lの増加に伴いµの値を最大で 10倍まで大きくするようにψ=1.25とする。こ

の処理により，更新後の調音ターゲットに基づく逆推定の結果が自然調音状態と

なることを保証する。ただし，逆推定における第 4項の影響は不明なため，µ0の

値は次節で検討する。

評価関数 J(z)を最小とする推定結果の制御パラメータ ẑを得るために，ẑの第

k次近似解を ẑkとして，まず式 5.4 の f (z)及び式 5.3 のΦ(z)を ẑk周辺で線形

化（式 5.6 及び式 5.7 ）する。

f(z) ∼= f (ẑk) +
∂f(z)

∂z

∣

∣

∣

∣

z=ẑk

• (z − ẑk) (5.6)

Φ(z) ∼= Φ(ẑk) +
∂Φ(z)

∂z

∣

∣

∣

∣

z=ẑk

• (z − ẑk) (5.7)

次に式 5.6と，式 5.3 に式 5.7 を代入した結果を式 5.4 に代入し，制御パラメー

タ zで偏微分するとこにより下記の式を得る。

∂J(z)

∂z
= ∇J(z)

= −2
{

AT

f W Q

(

fO − f (ẑk) −Af(z − ẑk)
)

+ W R(z0 − z)

+W P (zP − z) + AT

Φ W Φ

(

DΦ(ẑk) − AΦ(z − ẑk)
)}

(5.8)

ただし，DΦ(ẑk) = ΦN − Φ(ẑk)，Af =
∂f (ẑk)

∂z ，AΦ = ∂Φ(ẑk)
∂z とする。

∇J(z)を 0と置き，第 k次近似解 ẑk周辺で線形化すると，

∇J(z) ∼= ∇J(ẑk) + ∇2J(ẑk)(z − ẑk) = 0

∇2J(ẑk) = −
(

AT

f W QAf + W R + W P + AT

Φ W ΦAΦ

) (5.9)
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式 5.9 を解くと，

z = ẑk +
{

AT

f W QAf + W R + W P + µAT

ΦW ΦAΦ

}

−1

{

AT

f W Q(f
O
− f (ẑk)) + W R(z0 − ẑk) + W P (zP − ẑk)

+µAT

ΦW ΦDΦ(ẑk)
}

(5.10)

ここで，f(ẑk+1) ≤ f(ẑk)を満たすための係数 ζ を導入することにより，第 k + 1

次近似解 ẑk+1を下記の式から得る。

ẑk+1 = ẑk + ζ
{

AT

f W QAf + W R + W P + µAT

ΦW ΦAΦ

}

−1

{

AT

f W Q(fO − f(ẑk)) + W R(z0 − ẑk) + W P (zP − ẑk)

+µAT

ΦW ΦDΦ(ẑk)
}

(5.11)

式 5.11 から求めた近似解 ẑk+1を新たな調音ターゲットとして，逆推定部におい

て調音状態の逆推定を行う。ただし，偏導関数Af及びAΦを解析的に求めること

は，発話機構モデルの構造上及び分布構造空間の非線形性により困難である。そ

のため，白井と誉田の手法 [10]に従い，ẑkに微小変動を与え f (ẑk)及びΦ(ẑk)を

計算することにより，偏導関数Af 及びAΦを求める。

5.3.7 調音ターゲットの代替

初期推定結果が自然調音状態の場合は，前項で述べた調音ターゲットの更新処

理により，その後の反復処理を経て自然調音状態への収束が期待できる。しかし

ながら，初期推定結果が不自然調音状態の場合は，更新した調音ターゲットに基

づき逆推定した結果が必ず自然調音状態となる保証はない。そのため，初期推定

結果が不自然調音状態の場合は，通常の調音ターゲットの更新処理を行う代わり

に，推定結果が自然調音状態となることが保証された代替の調音ターゲットを求

める。

この代替の調音ターゲットを求める手順は次の通りとする。識別の結果が不自

然調音状態だった場合，不自然調音状態の分布構造空間への射影と目標音声の自

然調音状態のクラスタ平均を結ぶ直線と，自然調音状態のクラスタに対する信頼

度 68%の信頼楕円体との交点を求める。この交点上の非線形特徴量は，不自然調
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音状態の射影が自然調音状態方向に遷移し確実に自然調音状態のクラスタに含ま

れる。そのため，対応する調音ターゲットによる推定結果が自然調音状態となる

ことが保証される。従って，交点上の非線形特徴量に対応する調音ターゲットを

代替のターゲットとして用いる。ただし，高次元空間上の楕円体と直線を代数的

に求めることは難しい。ここで，信頼楕円体は等マハラノビス平方距離を表すこ

とから，クラスタ平均と不自然調音状態の射影を結ぶ直線上の交点までのマハラ

ノビス平方距離は既知となる。よって，既知のマハラノビス平方距離を用いて交

点を二分法 [41]により数値解析的に求める。また，KPCAの場合，非線形主成分

から元の特徴量を求めることは原理的に困難なため [42]，分布構造を構築する際に

用いた非線形特徴量の中から求めた交点に最も近い非線形特徴量を，交点上の非

線形特徴量として用いる。

5.4 逆推定実験

新たに構築した音声信号から調音状態の逆推定システムを用いて逆推定実験を

行うことにより，不自然調音状態の除去の精度を検証する。逆推定実験の実験デー

タには，観測された発話器官の調音運動と音声信号を用いる。なお，逆推定の推

定候補から不自然調音状態を取り除いた場合の効果についても検討する。

5.4.1 実験方法

実験データの音声信号を逆推定システムに入力し，反復処理の後に出力された

調音状態と合成音声を推定結果とし，反復過程及び出力結果に対する不自然調音

状態の除去の精度と効果について調べる。実験データには， 2.2 節で述べた観測

データの発話器官の調音運動と音声信号を用いる。音声資料は，9個の母音連鎖

（/iu/，/ua/，/au/，/ai/, /ui/，/ae/，/ou/，/ie/，/ei/）とする。

実験の逆推定処理に関する条件として，評価関数に含まれる第 4項の重み係数

µのパラメータµ0の値を，0，0.01，0.05，0.1，0.5，1，5の 7段階に変化させる。

ここで，µ0 =0の場合は調音状態の識別を行わない従来の逆推定処理を意味し，調

音ターゲットの代替処理も行わない。なお，逆推定の際に目標音声に含まれる音
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素の母音の種類及び，音素の先頭と終端の時間は既知とする。

識別処理に関する条件として，識別関数のパラメータである分布構造空間の次

元数Dは 27次元とする。これは，27次元の分布構造空間では，自然調音状態と不

自然調音状態のクラスタ間の重なりが信頼度 95%の信頼楕円体の範囲で無くなる

ためである。識別関数の平滑化パラメータhは，逆推定処理中に現れる調音状態に

対して自然調音状態の識別誤差が最小になるように，各母音のクリティカルクラ

スタと他のクラスタそれぞれに対して調整した値（表 5.1）を用いる。これは，予

備検討として，すべてのクラスタに対する hの値に 4.3 節で得られた最適値 0.06

を用いて逆推定処理中に現れる調音状態を識別した結果， 4.3 節で示された識別

精度よりも大きく劣化したためである。この精度の劣化の原因として，分布構造

の構築に用いた調音状態の生成時の舌筋の組み合わせより，逆推定で用いられる

舌筋の組み合わせのほうがより複雑なことが考えられる。

表 5.1: 識別関数の平滑化パラメータ hの最適値

/a/ /i/ /u/ /e/ /o/

h for critical clusters 0.02 0.1 0.2 0.18 0.04

h for other clusters 0.015 0.04 0.3 0.1 0.01

5.4.2 不自然調音状態の除去の精度と効果

不自然調音状態の除去の精度を調べるために，不自然調音状態の削減率及び推

定結果に対する自然調音状態と不自然調音状態の割合を求める。不自然調音状態

の削減率は，従来法（µ0 =0）における不自然調音状態に収束した音素数からの減

少率とする。これは，逆推定の最終結果に対する不自然調音状態の除去の精度を

表す。一方，推定結果に対する自然調音状態と不自然調音状態の割合は，初期推

定及び更新された調音ターゲットに基づく推定結果の調音状態に対する自然調音

状態と不自然調音状態の割合とする。これは，逆推定の途中過程に現れる不自然

調音状態も含めた除去の精度を表す。なお，識別における識別誤差の影響を避け

るため，不自然調音状態の削減率及び推定結果に対する自然調音状態と不自然調
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音状態の割合を求める際は，推定された調音状態に 3.2.1 項で定めた規準を当ては

めて，自然調音状態か不自然調音状態かの判断を行う。

不自然調音状態を除去した場合の効果を調べるために，目標音声の調音状態の

形状と推定結果の調音状態の形状を比較し，また調音状態と音響特徴量それぞれ

の誤差を求める。目標音声の調音状態は，実験データの各音素に対して，発話器

官の調音運動に対する母音区間の平均を調音ターゲットとして発話機構モデルを

駆動することにより求める。調音状態の誤差は，制御パラメータの下顎及び舌尖，

舌背を対象とし，発話器官の調音運動に対する母音区間の平均と推定結果の調音

状態の制御パラメータとの差の絶対値の平均とする。音響特徴量の誤差は，第 1及

び第 2ホルマント周波数を対象とし，目標音声と合成音声それぞれの母音区間の

差の絶対値を目標音声のホルマント周波数で割った値のパーセンテージの平均と

する。

5.4.3 結果と考察

従来法（µ0 =0）における逆推定の結果，自然調音状態に収束した音素数が 9個，

不自然調音状態に収束した音素数が 9個となり，5割が不自然調音状態に収束し

た。この従来法の結果に対する，µ0 =0.01∼5における不自然調音状態の削減率を

図 5.3 に示す。図 5.3 から，µ0のすべての場合に不自然調音状態に収束する音素

は削減されており，µ0 =1の場合には 9割削減可能なことが示された。

また，表 5.2 に各 µ0の推定における自然調音状態と不自然調音状態の割合を示

す。表 5.2 から，反復処理中に現れる不自然調音状態の割合は µ0 ≥ 0.01のすべて

の場合に µ0 =0の場合よりも減少しており，µ0 =1の時に 3%となることが示され

た。µ0 =0に対する µ0 =1の不自然調音状態の割合の減少率は 90%となっており，

最終結果だけでなく逆推定の過程も含めて不自然調音状態を 9割除去可能なこと

が示された。なお，µ0 = 0.01∼ 5において推定された調音状態が不自然調音状態

だった場合でも，µ0 =0.05の 1回を除くほぼすべての推定結果に対して識別結果

は自然調音状態となっていた。この結果は，識別誤差の影響により除去されてい

ない不自然調音状態が存在しているが，識別手法の適用による不自然調音状態の

除去の処理自体は正しく機能していることを示している。つまり，µ0の値を適切
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図 5.3: 不自然調音状態の削減率（従来法（µ0 =0）において不自然調音状態に収

束した音素数に対する減少率）

に設定することにより，識別手法の逆推定への適用により不自然調音状態を除去

できる可能性が示された。これ以降，不自然調音状態の削減率が一番大きい µ0 =1

の結果を提案法の結果とする。

表 5.2: 推定結果に対する自然調音状態と不自然調音状態の割合

µ0 0 0.01 0.05 0.1 0.5 1 5

Total number of times for estimation 59 40 45 48 45 37 40

Rate of natural articulations [%] 64 88 71 83 84 97 83

Rate of unnatural articulations [%] 36 12 29 17 16 3 17

次に，逆推定における不自然調音状態を除去した場合の効果を検討するために，

推定結果として出力された調音状態の正中矢状断面の形状を比較する。比較に用

いた母音連鎖は/ua/とする。/ua/に含まれる母音は共に，従来法（µ0 =0）では不

自然調音状態に収束したが，提案法（µ0 =1）では自然調音状態に収束するように

改善された。図 5.4 に，/ua/の/u/の調音状態の形状を，図 5.5 に，/ua/の/a/の
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調音状態の形状を示す。図 5.4 ，図 5.5 共に，左から目標音声の調音状態，従来

法による推定結果の調音状態，提案法による推定結果の調音状態を表す。形状を

比較した結果，/u/と/a/共に従来法よりも提案法の方が目標音声の調音状態によ

り近い舌の形状となっており，/a/に関しては下顎の開きぐらいも提案法の方がよ

り近い状態となっている。また舌の状態は，概形だけでなく舌内部のノードの状

態も提案法でより近い状態となっている。この結果は，不自然調音状態を除去す

ることにより，特定の発話部位の位置ではなく，発話器官全体の状態として正し

く調音状態を推定できる可能性を示唆する。

なお，従来法において自然調音状態に収束した母音と不自然調音状態に収束し

た母音に分けて，調音誤差と音響誤差を従来法と提案法で比較した。その結果，不

自然調音状態を除去した場合，調音状態の誤差は 0.01 ∼ 0.1cm減少し，音響誤差

は 0.8 ∼ 3.7%増加した。音響誤差が増加した原因として，本実験では，評価関数

の第 4項のパラメータ µ0のみを変化させ，第 1～ 3項の重みを含む他のパラメー

タを考慮していないため，音響誤差の項よりも分布構造に関する項の影響がより

大きかったことが考えられる。従って，不自然調音状態の除去を調音状態の逆推

定の新たな制約条件として逆推定の誤差の精度を高めるためには，不自然調音状

態の除去に関するパラメータだけでなく，評価関数における他のパラメータも考

慮したパラメータの最適化を行う必要があると考えられる。

5.5 まとめ

調音状態の逆推定における一対多の問題を解決するために，提案した調音状態

の分布構造に基づき自然調音状態と不自然調音状態を識別する手法を，最新の部

分 3次元生理学的発話機構モデルを用いた調音状態の逆推定システムに適用し，逆

推定の推定候補に含まれる不自然調音状態の除去を試みた。その結果，推定候補

に含まれる不自然調音状態の 9割を除去可能なことが示された。さらに，従来法

及び提案法により推定された調音状態の形状の比較から，不自然調音状態を除去

することにより，発話器官全体の状態として正しい調音状態が推定される可能性

が示唆された。

70



Articulation for object (/u/)
Articulation estimated

by previous method

Articulation estimated

by proposed method

TongueJaw

図 5.4: 目標音声（/ua/の/u/）の調音状態及び推定された調音状態の形状。左か

ら目標音声の調音状態，従来法により推定された調音状態，提案法により推定さ

れた調音状態。

Articulation for object (/a/)
Articulation estimated

by previous method

Articulation estimated

by proposed method

TongueJaw

図 5.5: 目標音声（/ua/の/a/）の調音状態及び推定された調音状態の形状。左か

ら目標音声の調音状態，従来法により推定された調音状態，提案法により推定さ

れた調音状態。
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第 6章

全体に対する考察
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本研究は，音声信号から調音状態を逆推定する際の一対多の問題を解決するた

めに，推定候補に含まれる不自然調音状態を取り除くことを目的として，生理学

的発話機構モデルを用いて生成した調音状態を分析することにより，音声信号と

一対多の関係にある調音状態の分布の全体像を明らかにすることを試みた。さら

に，明らかにした調音状態の分布の全体像に基づき自然調音状態と不自然調音状

態を識別する手法を提案し，提案手法を調音状態の逆推定システムに適用し逆推

定の推定候補に含まれる不自然調音状態を除去することを試みた。その結果得ら

れた成果について考察する。

3 章では，生理学的発話機構モデルを用いて系統的に生成した調音状態を分析

し，自然調音状態及び不自然調音状態に対する複数のクラスタから構成される非

線形空間上のクラスタ構造を可視化することにより，音声信号と一対多の関係にあ

る調音状態の分布の全体像を示した。このような発話の計算モデルを用いて調音

状態と音声信号を生成する他の研究として，Perrierらは 2次元生体力学モデルを

用いて，多数の舌の形状を生成し，その形状に基づき音声合成を行っている [43]。

しかしながら，彼らが生成した舌の形状は人間が生成可能であるという保証はな

く，また舌の形状に対する分析もPCAが行われているのみで，詳細な調音状態の

分布の構造までは示されていない。従って，本研究で示した調音状態の分布構造

は新たな知見であり，音声生成の研究に大きく貢献できると考えられる。また，調

音モデルを用いたパラメトリックな音声合成 [1]において，分布構造に基づきパラ

メータを制御することで，人間が生成可能な範囲でパラメータを制御することが

でき，音声合成の研究にも寄与できると考えられる。

さらに，調音状態の分布構造を分析することにより，日本語 5母音として取り

得る不自然調音状態の具体的な形状とその傾向を明らかにした。本研究で明らか

にした不自然調音状態の形状と，腹話術や調音の補償動作における形状を比較す

ることにより，腹話術や調音の補償動作における舌や下顎の筋肉の動きを発話機

構モデルを用いて分析することが可能となり，人間の音声生成機構の解明に寄与

できると考えられる。

4 章では，調音状態の分布構造に基づき自然調音状態と不自然調音状態を非線

形空間で確率的に識別する手法を提案し，提案手法を用いた識別実験の結果，不

自然調音状態に対して 99.2%，自然調音状態に対して 96.9%の精度で識別可能な
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ことを示した。この結果は，従来の手法では識別できなかった不自然調音状態を

99%以上の精度で識別できる可能性を示したことから，音声信号から調音状態の

逆推定に対して貢献できると考えられる。なお，実際には逆推定システムの性能

や推定対象のデータなどにより，識別手法に必要とされる自然調音状態と不自然

調音状態それぞれに対する識別精度は異なると考えられられる。実際 5.4 節では

逆推定システムに対して識別関数の平滑化パラメータを調整しており，その結果

自然調音状態の識別精度は 4.3 節の結果と同等の精度が得られている。このよう

に，提案した調音状態の識別手法はクリティカルクラスタ及びその他のクラスタ

の二種類の平滑化パラメータを調整することで自然調音状態と不自然調音状態の

識別精度を変更できる柔軟性を持っており， 5 章で示した逆推定システム以外の

システムにも適用可能と考えられる。

5 章では，提案した自然調音状態と不自然調音状態を識別する手法を，音声信

号から調音状態の逆推定に適用することにより，逆推定の候補に含まれる不自然

調音状態を 9割除去可能なことを示した。さらに，推定候補に含まれる不自然調

音状態を取り除くことにより，発話器官全体の状態として正しい調音状態が推定

される可能性が示唆された。逆推定における不自然調音状態を人間が言語を獲得

する過程において淘汰された調音状態として捉えると，推定候補に含まれる不自

然調音状態の除去を伴う調音状態の逆推定は，人間が言語を獲得する過程におけ

る調音状態の取捨選択と捉えることができる。従って，この成果は調音状態の逆

推定の研究に大きく貢献するだけでなく，人間の音声生成機構の解明にも寄与で

きると考えられる。

なお，本研究で行った逆推定の推定候補に含まれる不自然調音状態の除去は，逆

推定の新たな制約条件として捉えられる。この新たな制約条件により抑えられる

逆推定の解の多様性は，図 1.1 に示されているように，音声信号と一対多の関係

にある調音状態に含まれる人間が発話可能な調音状態の中の不自然調音状態に対

してのみである。従って，従来の制約条件に本研究で提案した新たな制約条件を

加えても，人間が発話可能な調音状態に含まれる自然調音状態に関してまだ解決

されていない一対多の問題が存在し，その要因として連続音声中の前後の音素の

調音結合 [44]の影響などが考えられる。
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第 7章

結論

75



7.1 本論文で得られた成果の要約

音声信号から調音状態を逆推定する際の一対多の問題を解決するために逆推定

の推定候補に含まれる不自然調音状態を除去することを目的として，音声信号と

一対多の関係にある人間が発話可能な調音状態の分布の全体像を明らかにするこ

とを試みた。さらに，調音状態の分布に基づき自然調音状態と不自然調音状態の

識別手法を提案し，提案手法を調音状態の逆推定に適用することにより，推定候

補に含まれる不自然調音状態の除去を試みた。その結果，以下成果が得られた。

まず，今まで明らかにされていなかった音声信号と一対多の関係にある人間が

発話可能な調音状態の分布の全体像を，生理学的発話機構モデルを用いて系統的

に生成した調音状態を分析することにより，自然調音状態と不自然調音状態を含

む複数のクラスタにより構成される非線形空間上のクラスタ構造として示した。

また，調音状態のクラスタ構造に基づき確率的に調音状態を識別する手法を提

案し，提案手法を音声信号から調音状態の逆推定に適用した新たな調音状態の逆

推定システムを構築した。

さらに，構築した逆推定システムによる逆推定実験から，従来の手法では取り

除くことが出来なかった推定候補に含まれる不自然調音状態を 9割除去可能なこ

とを示した。

本研究で得られた上記の成果は，音声信号から調音状態の逆推定に大きく寄与

するだけでなく，聴覚障害者や語学の学習者のための理想的な発話訓練システム

の実現に貢献できると考えられる。また，本研究で得られた知見は，人間の音声

生成機構の解明や，音声合成に関する研究に大きく寄与できると考えられる。

7.2 今後の課題

本研究で得られた成果を，理想的な発話訓練システムの実現や，音声生成機構

の解明などに応用するための克服すべき課題として，下記の点が挙げられる。

1.自然調音状態と不自然調音状態を識別する手法の音声信号から調音状態の逆

推定への適用方法の改善

2.識別手法を適用した音声信号から調音状態の逆推定システムの汎用化
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3.自然調音状態と不自然調音状態の詳細な比較

課題 1に対して，提案手法を逆推定に適用する際に， 5.4.3 項で考察したよう

に式 5.4 で表される逆推定の評価関数の第 4項の重み係数は，評価関数に含まれ

る他のパラメータも含めて最適化を行う必要がある。また，自然調音状態の誤差

を小さく抑え且つ不自然調音状態の誤差をできるだけ小さくする識別関数のパラ

メータの検討も必要と考えられる。

課題 2に対して，識別手法を適用した逆推定システムを汎用化するためには，口

唇の対応，子音の対応，不特定話者への対応が必要となる。口唇に関して，調音

状態の系統的生成において音声を合成する際に観測信号に基づく範囲の口唇の変

形が考慮されており，自然な発話を行う際に観測され得る口唇の変形の影響は分

布構造に暗に含まれている。しかしながら，調音状態の分布構造を求める際に不

自然な口唇の状態は考慮されていないため，観測され得ない口唇の変形の分布構

造への影響は不明である。従って，観測される範囲を超えた口唇のパラメータの

値を用いて発話機構モデルにより調音状態を生成及び音声合成を行い，今回生成

した調音状態と合わせて 5母音の調音状態を分析し調音状態の分布構造を求める

ことにより，口唇の不自然な状態も考慮した分布構造が得られると考えられる。

また子音に関しては，本研究で行われた母音に対する分析過程と同じ過程を子

音に対しても行い子音も含めた調音状態の分布構造を構築することにより，自然調

音状態と不自然調音状態を識別することが可能になると考えられる。ただし，子音

の場合は，生成された調音状態から各子音の調音状態を選定する用いる音響特徴量

としてホルマント周波数は適切ではない。そのため，子音の各様式に関連性のある

音響特徴量（例えば，閉鎖子音に対する有声開始時間 (Voice onset time: VOT)[23]

など）とMFCCを用いて選定を行う必要がある。なお，母音の場合は定常部の区

間を対象としたが，子音の場合は遷移部の区間を対象とする必要がある。

さらに，本研究で用いた観測データ及び発話機構モデルは同じ 1名の成人男性

を被験者としており，他の話者に対して音声信号から調音状態を逆推定する場合，

声道形状には個人差があるため，同等の精度が得られる保証はない。よって，他

の話者に対しても精度良く逆推定を行うために，調音状態の分布構造及び発話機

構モデルの話者適応が必要になると考えられる。

77



課題 3に対して，本研究では，自然調音状態と不自然調音状態それぞれの状態

の声道断面積関数が得られている。従って，自然調音状態と不自然調音状態の声

道断面積関数を比較し音響理論的分析を行うことにより，大きく異なる調音状態

が同じ音素カテゴリーに含まれる音響特徴量を生成可能な要因の検討が可能とな

る。また，自然調音状態と不自然調音状態それぞれを生成するための舌及び下顎

に関する筋の情報も得られており，それぞれの筋の種類や収縮力の傾向を比較す

ることにより，自然調音状態と不自然調音状態の運動指令の差に関する検討も可

能となる。これらの自然調音状態と不自然調音状態の詳細な比較に基づき人間が

発話を行う際の調音運動の目標に関する検討を行うことで，音声生成機構の解明

へのさらなる貢献が期待できる。
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